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日本農業は、今日、実にさまざまな課題を背負っているｃそれはとくに高度成長の低成長への転換によってます
ます重荷になってきつつある。というのは、低成長への転換によって食料をはじめ農産物への需要の増加が顕著に
鈍化してきているにもかかわらず、全体として農業生産は増加傾向を辿り、その結果、米をはじめとする過剰生産
が一層激しくなってきているからである。その増産要因は、政策要因も含めていろいろ考えられるが、これもまた
低成長への転換によって規定された農業労働力や農地の減少などの鈍化がここでは重要だろう。したがって、現段
階の日本農業は、農産物の需給を均衡させるために農業生産を調整しなければならないわけだが、それはかならず
しも減産調整だけを意味しない。なぜなら、米などのようにすでにその需要の価格弾力性が低下してしまっている
腱産物は別としても、多くの青果物や畜産物などのように需要の拡大する可能性の大きい農産物のぱあいは、その
価
格
さ
え
低
下
さ
せ
れ
ば
そ
の
需
要
は
増
大
す
る
だ
ろ
う
か
ら
で
あ
る
。
もちろん農産物の価格を安定的に低下させるのは生産側だけの調整では不可能だが、少なくても今日の日本農業
に要請される生産調整は単なる減産調整ではなく、より低価格での安定供給が可能になるような増産調整を含む生
産構造の調整Ⅱ再編成でなければならないのである。こうした農産物の低価格による安定供給は、新しい次元で農
産物の需給関係を回復させるだけでなく、現代のインフレーションの緩和に寄与すると同時に、これまでにも問わ
れてきた農産物の国際競争力を回復し食料などの自給力を向上させることにも寄与するであろう。それでは、その
ような農業生産構造の再編成はいかにすれば可能なのか。それには、当面、これまで農業生産の新しい中核となっ
てきた大型小農を中心として、第二種兼業農家などとして存在している多数の過小農を組織していく以外にないだ
課
題
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ろう。そうした生産などの組織化は、賃借権などの農地利用権の流動化や農業労働の分業化・組織化などとして展
開するだろう。もちろんそれにはさまざまな困難がともなうが、低成長への転換による青年などの労働力の還流や
後継者の確保の増大をはじめ、農地の減少の鈍化などが、このような農業構造の再編成に寄与しないはずはないの
他方、日本社会は、今日、急激な勢いで高齢化社会に移行しつつある。そのなかで将来は都市労働者の高齢化が
増大するが、当面は高齢者の農業などの自営業・零細企業への潜在的推積がつづいている。とくに農家における高
齢者の推積は早くから進んでおり、その結果、すでに一九七五年の「国勢調査」によれば六五歳以上の高齢者が存
在する世帯は、人口集中地区Ⅱ都市ではまだ一七％程度だったのに対し、非人口集中地区Ｉ農村では三○％にも達
していたのである。また、六五歳以上人ロを一五’六四歳のいわゆる生産年齢人口で除した老年人口比率で染ると、
高度成長の初期には農家のそれと全国平均とではあまり差がなかったのに二○年あまりのあいだに二五％ちかく対
一五％以下くらいにも拡大している。さらに、一九七九年の「農業調査」によって農家世帯員として把握された男
（１） 
女計二、一九六万人のうち、五五歳以上のいわゆる高齢者は五九四万人、二七％を数え、都市とは異なり農家では
いわば初老層や中老層よりも高老層が多く、六五歳以上が三一一一○万人、一五％にも達しているのである。
である。
他方、
このように日本の農家には高齢者がとくに多く、たとえば厚生年金の支給がはじまる六○歳以上の人口は全体で
一九八○年には一、四六○万人ほど存在すると推定されるが、実にその三○％以上が農家で生活している、と承る
（１）高齢者をいかに規定するかは実はそれ自体が一つの研究課題であるが、ここでは五五’六四歳をその対象とする現行の
雇用・失業政策と六○歳から減額支給、六五歳から完全支給が開始される厚生年金政策などを前提としたに過ぎない（拙
箸『日本の雇用問題」第三、四章、より具体的には拙稿「高齢化による職業・生活変動」本誌、七九年一一一月を染よ）。
198 
ことができる。こうした高齢者のうち、より高老層ほど就業からの引退者が多く、彼らを社会的にいかに扶養する
かが問題になるだろう。それに対し初老層ほど労働能力を維持している高齢者が多く、その労働能力を社会的にい
かに活動させるかが問題になる。実はこのように高齢者の労働能力に適切な活動の機会を確保する》」とは、単に高
齢化社会において扶養される高齢者を減少させると同時にその扶養力を増大させる意味があるだけでなく、高齢者
の労働能力の承ならず、肉体的・精神的な健康を保持する股良の方法でもある。ところが、現実には客観的にも労
働能力を喪失しはじめ、かつ主体的にも就業からの引退を欲求する高齢者が、十分な生活保障がえられないという
理由だけで不適切な労働条件のもとでも就業せざるをえないような状況に置かれているのであり、ここに今日の社
会問題が存在するのである。
いずれにせよ、日本の農村・農家はすでに長いこと、それなりにこうした高齢者を扶養したりその就業機会を確
保したりしてきた。それゆえにこそ日本の高齢者問題は、これまでそれほど大きな社会問題とならなかったのだ、
とさえいいうる。それでは、処村・農家の高齢者たちはいかに扶鍵され、あるいはその就業機会がいかに保障され
（２） 
てきたのか、となると、その実態は不思議なことにこれまで十分に解明されてこなかった。そのこと自体が農村・
農家の高齢者問題が潜在化した事実のなによりの証拠だろう。そうした状況のなかで一九八○年に公表された
『艇業白露』は、前述のような高齢者のうち農業に就業している艇家について、はじめて若干の考察を試染ている。
実はその『白書』の作成にはわたくしも参画したのだが、農林水産省の「農業調査」（七九年一月）と「農家経済
調査」（七八年度）の組替え集計によって、都府県の農家世帯員のうち年間六○日以上の農業従事者が六○歳以上
の高齢者だけである避家を抽出し、それに若干の分析を加えたのである。
（２）たとえば早くから東北農村の早老などは実証的に研究されてきたが、近年は若干の調査のほか研究としてはきわめて少
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ない（さしあたり井上和衛「高齢者農業世帯の増加と農地移動の可能性」、『農業協同組合』八○年八月号、同「農業の変
貌と高齢労働」、下山房雄編『高齢化社会の労働生涯』所収などをみよ）。
それによれば、つぎのことがあきらかにされた。山前述のような高齢者農家はのちにしみるように都府県で五五
万戸（全農家数の一一一％）も存在し、その大部分は年間一五○日以上農業に従事するいわゆる農業専従者を持たず、
七○％以上が農業所得を兼業所得が上回る第一一種の兼業農家となっている。②それでもこうした高齢者農家は都府
県の経営耕地面積や農業組生産額や米生産額の一○％内外を占めており、なかには「高齢者による肉牛の少頭数飼
育や高齢者の経験と労働力を活用した自給野菜づくりなどの事例もみられる」、③家計上、兼業所得や年金への依存
が高いが、農業所得も七四万円に達し、一定の地位を占めている、しかし前述のような農業専従者のいない農家で
は農業所得は恩給・年金などの給付とほぼ同等の地位に止まっている、側その農業生産は稲作に強く傾斜し、野菜
などをはじめ自給生産の比重が大きい、⑤こうした高齢者農家の存在は高齢者自身の「老後の生きがい、健康の維
持あるいは……就業機会の確保の面で重要な意味がある」、また第一一種兼業農家とともに「農業生産の維持や地域
社会の安定の面において一定の役割を果たしている」が、「技術、体力等の制約から……漸次、後継者あるいは他
の専業的農家への経営の移譲や農業経営の縮小の方向に向かうものとみられる」というのである。
もちろんこうした高齢者農家の帰趨については、今後の農政の展開を含めて前述のような農業構造の再編成の動
向だけでなく、今後の年金保障や雇用・失業の動向によっても異なってくるだろう。本稿では、こうした展望の前
提として現状の高齢者農家についてより立ち入った実証分析を加えるが、あらかじめ農業部門における高齢者の就
業についてみておくと、およそつぎのとおりである。まず「労働力調査」によると、男子六○歳以上の高齢就業者
（３） 
は全体で一一一二○万人ほどを数えるが、そのなかで男子の農林業主はほぼ七○万人、二一一一％に達している。そして、
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こうした自営業主はその大部分が高齢者としての生活保障が不十分であり、なかば強制されつつ不十分な条件のも
とで農業などに就業している、と考えられる。ただし、高齢就業者中のウェイトは今後しだいに縮小していくだろ
う。というのは、現在の高齢者よりも低齢の高齢予備軍はより雇用労働者化しており、農林業主のウェイトが小さ
く、こうした就業構造のいわば履歴効果が今後もかなり発揮されるだろうからである。しかし、そのぱあいつぎの
ような高齢労働者の還流にも注意しなければならないだろう。というのは、近年の低成長への転換による雇用調整
（４） 
や定年退職者の墹大や就職難などという状況のなかで、前掲『農業白書』によれば職業移動の流出入を差し引きし
た結果、男女六○歳以上の農業従事者の増加は最近五年間で年平均九千人ちかくにも達しており、このような還流
によっても農業労働力の高齢化が激化しつつあるからである。こうした状況のもとで、『経済白書」八○年刊も注
目するような農業専従者そのものの高齢化が、大規模に進んでいるのである。
（３）（４）さしあたり前掲、拙著『日本の雇用問題』第二、三章をみよ。
このような高齢農業者や高齢者農家の増加は、冒頭で触れた農業構造の再編成にいかなる影響をあたえるか、今
後大きな問題となる。本稿はそうした問題の展望の前提として前述のような高齢者農家の経済分析を試ゑるが、そ
の主要な資料は、前掲「白書』が行った「農業調査」組替え集計のほかに、独自にわたくしが設計した「農家経済
調査」組替え集計の結果である。そしてその主要な項目はつぎのとおりである。凹まず高齢者農家の世帯員規模と
男女。年齢階層別構成、自家農業や兼業への就業形態、②つぎに高齢者農家の農業生産について、口自家農業労働、
⑥耕地利用、御農業固定資本、⑰それらの結合状況とそれぞれの生産性、Ⅲ農業収入とその農産物構成、③最後に
高齢者農家の総所得の水準と構成、家計消費の水準と構成など。これらの考察によって、前述のような問題を展望
する基礎的根拠がえられるだろう。
ただし本稿が分析する集計結果には、つぎのような難点があることもあらかじめ断っておかなければならない。
201高齢者農家の経済分析 第一に、前述のように年間六○日以上の農業従事者が六○歳以上の高齢者
だけという農家を「農家経済調査」の都府県個表から拾い出すと表１のよ
うに一一一五一一戸を数えるに過ぎず、サンプル数として非常に限られている。
さきに触れたように「腱業調査」の結果では一○％以上抽出されてもよい
はずだから、「農家経済調査」のサムプルサイズが全体で一万戸ちかく数
えることを考えると、サムプルの偏りは明瞭である。第二に、本稿では主
として経営耕地規模・経済地帯・高齢者の農業従事類型別に分析するが、
その対象は表１のように分布している。まず経営耕地規模別には、のちに
表５で示すように簡齢者農家の分布はとくに○・七比未満屑のウェイトが
（５） 
大きいが、表１の分布は中・大規模隣家にかなり偏っている。経済地帯別分
布は六○年に行われた区分が見直されていないため正確な確認はできない
が、おそらく近郊農村などの比重が現実より小さくなっているに相違な
い。さらに高齢者の農業従事類型別には、九○％が年間一五○日以上農業
に従事するいわゆる専従者のいない農家であるが、表１のサムプルでは三
○影も専従型となっており、あきらかに年間六○’一四九日の農業従事に
止まるいわゆる補助者の類型のウェイトは過小になっている。これらの偏
りは全体の平均値を算出するぱあいに現実の分布に即して調整することし
できるが、本稿では「農家経済調査」の流儀にならって未調整に止めてお
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いた。第三は、以下の資料が七八年度という単年度のそれでしかないことにともなう難点である。
（５）この区分は、六○年に市町村を単位としてほぼつぎのような基準にもとづいて農林省が行なったものである。近郊農
村（第二次産業就業人口率二○％以上、農家率三○％以下）、平地農村（耕地率三○％以上、林野率五○％以下）、農山村
（耕地率一○’三○％、林野率五○’八○％）、山村（耕地一○％以下、林野率八○％以上）。
われわれの課題からすれば時系列の動態分析が試ぶられるべきだろうが、本稿は静態的な構造分析に止まってい
る。だが、それにしても年奇の変動が大きい農家経済の分析は何年間かのデータをプールすべきだろうが、ここで
は集計作業の制約から単年度の分析に限定せざるをえなかった。そこで七八年度の艇家経済について多少コメント
しておこう。前掲『白書』によれば、Ⅲ七八年度の日本経済は石油ショック後五年目ではじめて内需主導型の景気
（６） 
回復が実現したが、食料消費などの増加は依然として低迷しており、主要な農産物の需給状況はなお緩和基調がつ
づいていた。②ただし、気象災害などから青果物は減産し、農産物総合の生産者価格指数は四％以上も上昇した
が、畜産物の生産者価格は低下し、米価や豚価などにかかわる行政価格は据え置きか小幅な上昇に抑制された。⑧
そ
れ
ら
の
た
め
、
農
業
収
入
そ
の
も
の
の
増
加
は
前
年
度
を
下
回
っ
た
が
、
鍵
業
用
資
材
価
格
の
下
落
な
ど
に
よ
っ
て
鍵
業
支
出
は
小
幅
な
墹
加
に
止
ま
っ
た
た
め
、
殿
業
所
得
は
前
年
度
よ
り
二
形
増
加
し
た
。
四
兼
業
所
得
は
、
そ
の
腿
用
が
比
較
的
安
定
し
て
い
る
職
員俸給・給料はほぼ一般貸金並承の上昇を示したが、臨時賃金は低迷し、全体とすれば八形らかくの増加を示した
ものの前年度の増加率を下回った。しかし、被贈扶助などの所得は年金や水田利用再編奨励補助金などの増額によ
りかなりの増大を糸せた。⑤こうして農家総所得の増加率は前年度より小さかったが、七・五％の増加を示し、そ
のもとで家計消費も堅調な増加を示した。そのなかで、魚介・肉・卵・乳を中心とした食料費、光熱費、雑費が堅
調
に
推
移
し
、
回
復
の
遅
れ
て
い
た
家
財
・
家
具
類
や
被
服
費
が
比
較
的
大
き
な
増
加
を
ふ
せ
た
。
し
た
が
っ
て
、
七
八
年
度
は
い
わ
ゆる安定成長状況の特質を反映すると同時に、農家経済全体とすればある程度良好な状態にあった、とゑてよい。
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を会営比戸ら雇業め仁を歳取偲藥欝鮴學鶯萄溌呈
霊窪轤:票ii：
奥:；菱２毒兼業脇'塙齢者のいる農家数
３き専兼業’60歳以上｜うち65歳以上
:i露■蕊lJJ蕊
彩以農林水産省「農業調査」1979年，組替え集計によ
（６）それまでの経済動向については、拙稿「日本経済の転換と雇用・生活保障」、平和経済計画会議『国民の経済白書」七
八年版、総論をゑょ。
二
考
察
204 
え、とくに専業農家では一一○＄にも達している。だが、第一極
兼業農家は比較的少なく、むしろ高齢者そのものの存在が少な
かった第二種兼業農家において比較的多くなっている。したが
って高齢者農家は、一方で高齢者には兼業機会が恵まれぬがゆ
えに専業農家として存在すると同時に、他方では主要な就業者
が脱農化している第二種兼業鍵家としても多数存在するのであ
る。もっとも年間六○日以上の農業従事者が六○歳以上の高齢
者だけとはいっても、六○日未満の農業従事者なら大部分の高
齢者農家において高齢者以外の腱業従事者として存在するので
あり、本当に農業従鞭者は高齢者だけという純粋の高齢者農家
は、表示したとおり専業農家以外にはきわめて少数の存在でし
かない。さらに、高齢者農家のうち高齢者が年間一五○日以上
も農業に従事している農家はより少なく、専業腱家を中心とし
て多少存在するに止まっている。
したがって高齢者農家の大部分は高齢者の農業従事が年間六
○’一四九日程度の補助型に過ぎず、しかもそれらの高齢者は
他の就業者とともに家族的に一世帯を構成しているのである。
それらの諸点は、本稿が対象とする都府県の艇家のぱあいも同
表３専兼業・高齢者農業従事類型別農家数
(千戸，％）
従事農業 総数 うち専従者専兼業
総 数 60歳以上の染 総 数数
乗
業
務
雇
業
業
務
雇
業
兼”辮兼兼繊鶴兼
噸常録営麺常議営
総
専
第
恒
出
自
第
恒
出
自
１
１
１
１
－
－
１
１
 
560.3（]1.8） 
117.409.8） 
３７．５（4.5） 
１７．２（4.4） 
１５．３（4.1） 
５．０（6.7） 
405.5（12.8） 
297.103.4） 
３８．８（8.0） 
６９．６（11,6） 
150.4（3.2） 
104.2（17.5） 
１４．５（1.7） 
０．８（0.2） 
１０．３（2.8） 
３．５（4.7） 
３１．７（1.0） 
９．６（0.4） 
12.0（2.5） 
１０．１（1.7） 
58.4（1.2） 
39.2（6.6） 
６．５（0.8） 
０．４（0.1） 
４．７（1.3） 
１．４（1.9） 
５．３（0.2） 
２．４（0.1） 
１．３（0.3） 
１．５（0.3） 
前表と同じによる。
205高齢者農家の経済分析
様
で
あ
る
。
そ
の
こ
と
を
経
営
耕
地
規
模
別
に
確
か
め
て
れ
く
と
テ
ニ
き
め
と
未
り
｝
まず表４によって、高齢渚が扶養されたり就業したりしている農家のハ
の高齢者のいる農家の比率をみると、それほど大きな差異はないが、ご
比較的低くなっているのに対し、一・五’一一一地層では七三’七四Ｊ
％に達し、比較的高くなっている。さらに前述のようにとくに農蕊詫
家において多い六五歳以上に限ってみると、やはり一・五’一一一噸鑛千、く
層では一ハ○％を超え、比較的高率なのに対し、他の上・下層では、者
六○％未満に止まっている。したがって高齢者の存在は中間層の齢高
健家においてより顕著なのに反して、年間六○日以上農業に従事鋤
している高齢者農家の分布はむしろ上。下層においてより顕著に魑
なっている。ということは、中間層では高齢者を扶養している農醗
家がより多く、零細・大型艇家の両極では高齢者が就業している経４
 
股家がより多い》」とを意味する。
表
つぎに高齢者農家の分布を示した表５によると、都府県の高齢
者農家五五万戸は農家総数の一一一％を占めているが、一比未満層と五加以上層では一二％を上回っているのに対し、
その中間層ではそれを下回っており、とくに一・五’一一一地層ではいちじるしく低率に止まっている。さらに前述と
同様に、純粋の高齢者農家や農業専従型に限定すれば、一比未満層などを別として、一％以下のきわめて少数の存
在でしかない。こうした高齢者をめぐる家族的構成が純粋型の孤独や専従型の過労などの形で顕在化する農家の高
そのことを経営耕地規模別に確かめておくと、つぎのとおりである。
によって、高齢渚が扶養されたり就業したりしている農家の分布から承ていこう。はじめに六○歳以上
いる農家の比率を承ると、それほど大きな差異はないが、一睡未満層と五比以上層では七○％を割り、
耕地規模 ６０歳以上 うち65歳以上
総数
0.5ha未満
０．５～0.7 
3,104（67.3） 
1,202（64.0） 
４４７（67.1） 
４７８（67.8） 
４８６（70.4） 
(53.6） 
(49.6） 
(52.8） 
(54.2） 
(57.6） 
(60.5） 
(60.3） 
(62.3） 
2,472 
930 
352 
383 0.7～1.0 
1.0～1.5 397 
244（72.8）’ 
121（72.7） 
1.5～2.0 203 
５
０
０
 
２
３
５
 
一
一
一
一
０
５
０
０
 
２
２
３
５
 
100 
6０（74.3）’ 衛;:鵲)Ｉ 5０ 4９（59.8） ７（52.9） 
前表と同じによる。ただしカッコ内は都府県耕
地規模別避家総数に対するパーセントを示す。
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齢
者
問
題
を
潜
在
化
さ
せ
た
り
緩
和
さ
せ
た
り
し
て
い
る
の
で
あ
る
。
い
ずれにせよ高齢者農家は、一部の大規模農家を別として九○％
ちかくまでが一比未満の零細農家によって占められており、都
府
県
の
経
営
耕
地
規
模
別
構
成
全
体
と
比
較
し
て
き
わ
め
て
零
細
規
模
に
集中している。都府県全体では○．五加未満層と○・五’一地
層
は
四
一
影
と
三
○
＄
を
占
め
る
の
に
対
し
、
高
齢
者
農
家
で
は
五
○
形
と一一一六鯵にも及んでおり、一脆以上層の合計は都府県の二九％
に対し一四影に止まっている。とくに二比以上の大規模農家は
七○年前後までの増大が鈍化してきたとはいえ、まだ三地以上
層
で
は
比
較
的
い
ち
じ
る
し
い
伸
び
を
ゑ
て
お
り
、
そ
の
構
成
比
も
七
・
四
形
に
達
す
る
の
に
対
し
、
高
齢
者
農
家
で
は
二
・
六
％
に
止
ま
っ
て
い
る
の
で
あ
る
。
以上で、いかに高齢者農家が零細艇家、したがってまた第二種
兼
業
農
家
な
ど
に
多
い
か
が
わ
か
っ
た
が
、
つ
づ
い
て
高
齢
者
自
身
に
目
を
転
じ
、
全
国
の
農
家
の
高
齢
者
が
い
か
に
就
業
し
て
い
る
か
ど
う
か
を
承
て
お
こ
う
。
農
家
の
一
六
歳
以
上
の
世
帯
員
八
三
五
万
人
に
つ
い
て
男
女・年齢階層別にそれぞれの就業形態を示すと、表６のとおりで
ある。それによると、高齢者も六五歳以上になると非就業率がき
表５経営耕地規模・高齢者農業従事類型別艇家数
(千戸，％）
うち専従者従事総数腱業
耕地規模
総 数数 60歳以上の６８Ａ総
56.0（1.2） 
19.4（1.0） 
13.6（2.0） 
11.9（1.7） 
７．７（1.1） 
２．２（0.7） 
０．６（0.4） 
0.3（04） 
0.1（0.1） 
０．１（0.7） 
145.7（3.2） 
８２．７〔4.4）
２７．２（4.1） 
１９．７（2.8） 
１１．９（1.7） 
２．７（0.8） 
0８（0.5） 
0４（0.5） 
０．２〔０２）
0,1（0.7） 
552.1〔1000〕（12.0）
278.5〔５０．４〕〔14.8）
106.6〔１９．３〕（16.0）
９０．１〔16.3〕（12.8）
５７．６〔10.4〕（8.4）
１３．０〔2.4〕（3.9）
４．５〔0.8〕（2.7）
１．０〔0.2〕（1.2）
６，９〔1.3〕（8.4）
１．９〔0.3〕（13.7）
総数
0.5ｈａ未満
０．５～0.7 
0.7～1.0 
1.0～1.5 
1.5～2.0 
2.0～2.5 
2.5～3.0 
3.0～5.0 
5.0～ 
前表と同じにより，大カッコ内は規模別構成比を示す。
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わめて高く、一六’一九歳の非就業率には及ばないが、
男で三○％以上、女では五○％以上にも達している。
それに比較して五○’六四歳の就業率はまだかなり高
いが、六○歳以上になると自家農業だけの就業がきわ
めて多くなり、兼業が主である男の六○歳未満や女の
中・青年層とはいちじるしいコントラストを示してい
る。このように、これから分析の対象とする六○歳以
上の高齢者はその大部分が自家農業だけに就業してお
り、それはとくに女子のぱあい顕著なように労働力の
需給両面でその兼業化が制限されていることを意味す
るだろう。
２
世
帯
園
構
成
と
就
業
形
態
これまでの一般的考察を前提として、高齢者農家の
経済分析に入っていくが、まず基礎的な人的側面から
解明するために、高齢者農家の世帯員構成からみてい
こう。表７によれば、高齢者鍵家の一戸あたり世帯員
規模の平均は四・二八人に止まっており、都府県平均
の四・四八人を多少下回っている。一般に高齢者のい
る世帯といえば、いわゆる核世帯員に高齢者のいる三
表６避家16歳以上世帯員の男女・年齢階層別就業形態
(％） 
男 女
男女・
就業状態
自家腱業自家農業｜自家腱とともに他の仕自家腱とともに他の仕
非就業業だ、了惠了忘5重事だけ非就業一一一業だけｌ:l家農他の1ｔ事だけ
業が主リドが主梁が主１１１が主
１
１
１
１
 
７
６
２
１
２
２
２
６
０
 
歳９
４
９
４
９
９
９
４
 
１
２
２
３
３
４
５
６
 
一
一
一
一
一
一
一
一
６
０
５
０
５
０
０
０
５
 
１
２
２
３
３
４
５
６
６
 
2.212.978.7 0.1 ４
７
８
０
７
２
１
２
０
 
●
●
●
０
●
●
●
●
●
 
２
８
８
０
２
６
５
５
０
 
１
 
１
１
１
２
４
５
 
４
７
４
６
２
３
７
９
３
 
■
Ｃ
Ｏ
●
■
Ｂ
●
●
●
 
０
２
４
５
８
２
２
８
３
 
１
１
 
7．３１０．１６９ 6.1 
10.6 0.515.756.516.8 ４２．６３４．３１１ 
1.422.228.316.0 57.826.8 32.2 ２
１
１
 
3.629.914.610.4 66.217.1 42.0 
7.8３７．４ ６
６
２
 
●
●
●
 
７
３
２
 
４．４ 
２．３ 
５．４ 
6７．１１０８ ４２－８ 
４６．１ 9.0３９．１ 64.7 5.6１ 
４．１2 
3.0５ 
２．４３２ 
56.0 ６２．６ 5.1２４．８ 
2.011.5 1.914.7 37.3 69.8 
0.5 39.9 2.9 1.155.5 12.3 
平均２３．２７．３４５．７１０７１３．２１４２５３．７２０.５１０．４２２．９
農林水産省「農業調査報告」全国，７９年により，各年齢階層別世帯員総数を100.0
とするパーセントを示す。
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世代の比較的多数の世帯を想定するだろうが、高齢者が就業して
いる世帯ではむしろ逆に比較的少人数になっている。それは都府
県平均に比較して、六○歳以上の世帯員が二倍以上にも達してい
るのをはじめ一五歳未満層も多少多い反面で、一五’五九歳層が
それ以上に少ないからにほかならない。なにゆえ一五’五九救層
が少ないのかは直接知ることはできない。しかし、一五’五九歳
層に多い他出家族員は、他出率の高い二地以上層を別とすればむ
しろ都府県平均を下回っているから、さしあたり世帯員の流出よ
りももともと二頤以上層以外ではこの年齢闇の世帯員が少なかっ
たことやそのようなライフサイクル上の一過程にあることにおも
な理由があったのだろう。さらにまた、表示した他出家族という
のは両方の送金によって結ばれている家族だから、そした結合の
切れた他出家族が多いのかも知れない。いずれにせよ、青壮年を
中心とした一五’五九歳層のより少ないことが高齢者の就業を必
然化している、と承ることができる。
いずれにせよ、高齢者農家では男女あわせて六○歳以上が一戸
平均一・七五人にも達し、都府県平均の○・八九人を大きく上回
り、世帯員全体の四○％にも達している。耕地規模別には○・七
表７経営耕地規模別高齢者農家の世帯員数
(人，％）
織隷諭鰄’ 男女. 他男女． 出60歳以上年齢など 60歳以上｜家族負
２
５
２
２
６
９
０
３
 
５
５
４
５
４
７
５
４
 
●
●
●
●
●
■
●
の
０
０
０
０
０
０
０
０
 
１
９
１
９
川
叫
－
．
訓
Ⅲ
引
引
創
刊
旬
１
８
２
１
６
６
３
２
４
 
■
Ｂ
印
●
■
●
●
■
３
４
４
４
４
５
４
４
 
Ｏ５ｈａ未満
０．５～0.7 
０．７～1.0 
0．８６１０ 0．５９ 肝‐】
【
Ｉ
Ｕ
【
ｒ
Ⅱ
ｎ
Ｕ
Ｒ
ｕ
、
‐
Ｕ
Ｒ
ｕ
Ｒ
ｕ
ｎ
Ｕ
Ｒ
ｕ
0．６９ ０．８４０ ロ【】
６
円
】
【
】
【
】
【
Ⅲ
ｕ
ｎ
ｈ
ｕ
Ｒ
ｌ
Ｕ
Ｒ
川
凹
ｎ
Ｎ
］
円
『
】
【
Ｍ
リ
内
■
可
】
【
山
0６６ 0．９６ ０
０
０
０
０
０
 
８
８
日
Ⅱ
貝
如
】
■
。
〃
０
戊
凹
円
引
１．０～1.5 
１．５～2.0 
２．０～ 
平均
都府県平均
０．７８ 0９７ 
0．８５ 0９６ 
０．９３ 0．９３ 
0．７０ 0．９１ 
1．３１１０３９ ＩＩＵ－ＨＬ 
表１と同じにより，カッコ内は世帯員総数に対するパーセントを示す。ここで世
帯員というのは，１カ月平均15日以上在住し，生計をとらにした家族と同居人で
ある。
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’二・○比でとくに多人数となっているが、世帯員全体に対する
比率ではより零細規模で比較的高くなる傾向が承られる。これを
経済地帯ｂ農業従事類型別に承ると、表８のとおりである。それ
によれば、まず顕著に他出率の高い山村を別として、高齢者が補
助
者
と
し
て
農
業
に
従
事
す
る
タ
イ
プ
よ
り
も
専
従
者
と
し
て
従
事
す
る
タ
イプの方が高齢者数がより多く、かつ世帯員全体に対する高齢者
比率もより高くなり、農山村では五○％以上にも達している。そ
して山村の補助型を別として山村より平地農村、とくに近郊農村
において高齢者数がより多いが、高齢者比率はより低くなってい
る
。
と
い
う
の
は
、
高
齢
者
数
が
よ
り
多
く
な
る
以
上
に
大
規
模
農
家
の
多
い
平
地
や
近
郊
の
世
帯
員
数
が
よ
り
多
く
な
っ
て
い
る
か
ら
に
ほ
か
な
ら
な
い
。
こ
れ
は
耕
地
規
模
が
よ
り
大
き
い
ほ
ど
世
帯
員
規
模
が
大
き
く
な
る
の
と同様に、山村より平地とくに近郊ほど人口扶養力が大きいこと
を示している。それは山村より平地とくに近郊ほど他出家族員の
比率が低い事実にも反映している。逆にいえば、近郊や平地に比
して農山村とくに山村ほど農家としての人口の扶養力が小さいう
えに地元に労働市場などが恵まれぬゆえに家族員の他出がより多
く
な
っ
て
い
る
こ
と
を
示
し
て
い
る
。
さ
ら
に
専
従
・
補
助
別
に
は
、
近
郊
表８地帯・農業従事類型別高齢者農家の世帯員数
(人，％）
磯 男 女－１霧T勇嘉｢iZiijr男女Ｐ 11 男女｡ 他liilil鑑|鰹年齢など 60歳以上｜家族償
鰹型
鵡|蕊にill
::::::|鰐|::;|;:！;|:::|鰯:3,::;，(諾）
:::｢:::|瞳|::;:|;:！;|:;ｊｌｌｉ::::;)|:::(:：
劃:!ま|:!；IRiil::;|::;｜
鰯|，型|:::|R::|●=:;:’
:山|蕊 :::|鰯!::|:雛３
補助
専従 臓溌:iIl1:;糊山村
前表と同じにより パーセントを示す。
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を例外として専従型ほど他出率が高くなっており、この事実は
他出率が高いから高齢者が農業に専従しているのか、あるいは
後者が他出を規定しているのか、いずれにせよそうした相互規
定の関係をも示している。
こうした世帯員がいかに就業しているかを染ると、それはつ
ぎのとおりである。まず表９によると、自家農業をはじめとす
る就業者数は一戸平均二・六人を数え、都府県平均の二・五人
を
多
少
上
回
っ
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
、
高
齢
者
農
家
で
は
世
帯
員
が
比
較
的
少
な
い
割
に
就
業
者
が
よ
り
多
い
の
で
あ
り
、
そ
れ
だ
け
世
帯
員
の
就
業
率
が
よ
り
高
く
な
っ
て
い
る
の
で
あ
る
。
と
く
に
耕
地
規
模
別
に
は、一ｍ前後においてもっとも高く、六○％を上回っており、
一・五比以上とくに○・五噸未満ではより低くなっている。こ
のように一比前後をピークとして中間層において多就業化がも
っ
と
も
進
ん
で
い
る
の
は
、
自
営
兼
業
、
臨
時
賃
労
働
、
職
員
勤
務
の
兼
業者が中間層においてより多いためでもあるが、それ以上に中
間
層
で
は
自
家
農
業
の
就
業
者
が
多
く
な
っ
て
い
る
た
め
で
あ
る
。
そ
し
て
中
間
層
に
お
い
て
前
述
の
よ
う
に
高
齢
者
が
も
っ
と
も
多
人
数
に
な
っ
ている事実とも対応する、と糸てよい。
表９経営耕地規模別高齢者農家の就業形態
(人，％）
職業形態縢業簑賎 艫隣労淘職|聯|鱸|雛|蕊
－ 
０．５ha未満
0.5～0.7 
2．１３ 1.06 0.09 0．１４ 0．４６ 0．３８ 5０２１５４．８ 
2．６０ 1．２２ 0．１５ 0．２２ 0．４７ 0．５４ 
０３８ 
53.1160.6 ０５０均蒋
１
１
２
 
一
一
一
一
県
７
０
５
０
府
０１１２平都
2．６９ 1．３２ 
１．４８ 
１．３１ 
０．１１ 0．１９ 0．６９ 50.9165.1 
2．９１ ０．０３ 0．２９ 0．６３ 0．４８ 4９．１１６２．７ 
2．６５ 0．１９ 0．０８ 0．６５ ０．４２ 50.6156.8 
3．１４ 1．３６ 0.07 0．２１ 1.07 0．４３ 56.7159.0 
2．６０ 1．２７ 0.09 0．２０ 0.01 0．６０ 0．４３ 5１．２１６０ ８ 
2．５１ 1.08 0．１０ 0．２７ 0．５５ 0．５１ 57.0156.0 
前表と同じにより，兼業就業比率は就業者総数に対する，総就業率は世帯員総数
に対するパーセントを示す。ここで就業者というのは，前掲「農業調査」とは異
なり，年間60日以上労働した就業者に限られており，就業形態の区分はもっとも
従事日数の多いことを基準としている。
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こ
の
よ
う
に
、
お
そ
ら
く
高
齢
者
を
中
心
と
し
た
自
家
農
業
従
事
者
が
中
間
層
を
は
じ
め
多
数
就
業
し
て
お
り
、
都
府
県
平
均
の
自
家
農
業
就
業
者
は
一戸平均一・○八人であるのに対し高齢者農家では一・二七人を
数えている。しかし、逆に兼業就業者は一・三一一一人に止まってお
り
、
都
府
県
平
均
の
一
・
四
三
人
を
下
回
っ
て
お
り
、
就
業
者
の
兼
業
率
も
都府県平均の五七％に対し五一％のようにより低くなっている。
とくに都府県平均に比して職員勤務をはじめ恒常的賃労働におい
て
兼
業
者
が
少
な
く
な
っ
て
お
り
、
そ
う
し
た
安
定
的
な
兼
業
へ
の
就
業
に
制
約
が
あ
る
反
面
で
、
多
く
の
高
齢
者
が
自
家
農
業
を
は
じ
め
自
営
兼
業
や
臨
時
賃
労
働
に
就
業
し
て
い
る
事
実
を
示
唆
し
て
い
る
。
こ
う
し
た
就
業
形
態
を
経
済
地
帯
・
農
業
従
事
類
型
別
に
承
る
と
表
、
の
と
お
り
で
あ
る
。
そ
れ
に
よ
る
と
、
自
家
農
業
へ
の
就
業
者
は
専
従
型
に
お
い
て
よ
り
多
く
、
と
く
に
近
郊
農
村
に
お
い
て
多
数
を
数
え
て
い
る
。
そ
の
反
面
、
兼
業
者
は
補
助
型
で
よ
り
多
く
、
兼
業
比
率
も
五
○
％
以
上
に
達
し
、
と
く
に
近
郊
・
平
地
農
村
の
兼
業
機
会
に
恵
ま
れ
た
補
助
型
で
は
六
○
％
ち
か
く
に
も
達
し
て
い
る
。
そ
し
て
兼
業
形
態
で
は
、
臨
時
賃
労
働
は
と
く
に
近
郊
と
山
村
の
補
助型、恒常的賃働は平地の両型と農山村の補助型、および職員勤
務
は
近
郊
の
両
型
に
お
い
て
そ
れ
ぞ
れ
多
く
な
っ
て
い
る
Ｃ
こ
う
し
た
兼
業
表１０地帯・農業従事類型別高齢者農家の就業形態
(人，％）
就鑿形態|鱗|蕊|纒震労雛稼劃蝋|鱸|雛1蕊
|… 
’６５．１ 都市近郊|鰹 2．６５１１．１１１０．１１１０．３３ 0．４７１０．６３１５８．１ ０．４３１０．４３３尻１２７２１１．７１１０．０４１０．１１ 
０
０
豈
旧
可
４
Ｆ
Ｌ
 
０
０
－
０
０
 
０
０
’
６
 
Ｈ
】
【
】
【
『
】
耐」』Z１１２．５Ｃ
１
１
 
Ｈ
』
霊:|鍔|qどlQヨニ|,里|:;:|霊;|:;:；山村|灘
前表と同じにより，兼業就業比率は就業者総数に対する，総就業率は世帯員総数
に対するパーセントを示す．
212 
は、，すでにふた自家農業への就業における両型の差異をかな息すしも
Ｊ
 
相殺するものではなく、その結果と几に平地農村と農山村の専従型の％
多就業化がきわめていちじるしくなっておりＰ就業率が七○影前後に繩く
も
達
し
て
い
る
の
で
あ
る
。
間
このように高齢者鍵家では世帯員規模がより小さく、高齢化してい鵬
る割には就業者が多く、かなり顕著な多就業化を示している・それは藷
とくに中間層や平地・農山村の専従型でいちじるしかったが、そのな傘自
かには経済的にかなり強制された、高齢者にとって無理な就業も予想麺
さ
れ
る
の
で
あ
る
。
農者
３
自
家
農
業
労
働
時
間
と
高
齢
者
の
比
率
齢
Ⅱ
高Ｉ
 
すでに高齢者農家はおそらく高齢者を中心とする多数の農業就業者鰯
を擁している事実をゑたが、その就業状態を年間の自家鍵業労働時間鱸
でゑると、つぎのとおりである。まず耕地規模別に示した表ｕによる饒経
と、高齢者農家では一戸平均一、八○○時間程度に止まっているのに
１
 
１
 
対し都府県平均では一、九○○時間を上回っており、高齢者の多い農表
業就業の限界を示している。そこで自家農業労働時間に占める高齢者
のシェアをゑると、都府県平均ではわ手かに二○％に止まっているの
に対し実に八○％をも上回っており、きわめて大きな差異を糸せてい
自家農業就業者１人あたり
の労働時間
うち60歳以上（男女計） うち60歳以上（男）時間櫛成 労働時間合計
r1 
L」
Ｈ
】
ロ
】
日
一
８
２
８
９
９
 
ｒ
Ｌ
ｕ
悼
丙
】
【
山
凹
Ｌﾛｺﾞ 「】
【
‐
】
■
■
】
【
】
前表と同じにより，カッコ内は労働時間合計に対するパーセントを示す。労働時
間には作業現場までのいわば通勤時間を含柔，昼食･･休憩時間は含まない。
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る。耕地規模別には零細規模ほど高齢者比率が高まる傾向にあり、とくに○・五比未満では九○％ちかくにも達し
ている。しかし男子だけの高齢者に限ると、その比率は○・七’一比の五○％以上をピークとして中間層において
より高くなっている。したがって、零細農家では同じ高齢者でも女子の比率がより高くなっており、一・五地以上
が二○％を多少上回るのに対し○・五比未満では四五％にも達しているのである。
このように高齢者農家における自家農業労働はきわめて大幅に高齢者に依存しているがゆえに、農業就業者一人
あたりの労働時間は制限されざるをえないだろう。さきの表９，ｍの自家農業就業者だけが農業に従事しているわ
け
で
は
な
い
が
、
か
り
に
さ
き
の
主
要
な
自
家
農
業
就
業
者
だ
け
で
自
家
艇
業
労
働
時
間
を
負
担
す
る
と
な
る
と
、
都
府
県
平
均
で
は
一
人
あ
た
り
年
間
一
、
八
一
○
時
間
程
度
に
達
す
る
の
に
対
し
て
高
齢
者
農
家
で
は
「
四
四
○
時
間
ほ
ど
に
止
ま
っ
て
お
り
、
高
齢
者への依存の限界が明確に示されている。しかしながら、一・五’二ｍでは、一、七五○時間にも達しており、高
齢
者
に
も
相
当
重
い
負
担
に
な
っ
て
い
る
、
と
推
察
さ
れ
る
。
年
間
一
、
八
○
○
時
間
と
い
え
ば
、
一
日
七
時
間
で
二
六
○
日
ほ
ど
の
就
業
日
数
を
数
え
る
こ
と
に
な
る
が
、
そ
の
水
準
に
近
い
と
い
う
こ
と
は
相
当
大
き
な
労
働
量
で
あ
る
こ
と
が
理
解
で
き
る
だ
ろ
う
。
それに対し一人あたりの労働時間が一、二○○時間足らずに止まっている○・五噸未満では、一日六時間で二○○
日
程
度
の
水
準
に
過
ぎ
な
い
の
で
あ
る
。
だ
が
、
高
齢
者
に
と
っ
て
は
そ
れ
で
も
重
い
負
担
に
な
っ
て
い
る
か
も
知
れ
な
い
の
で
あ
る
。
このような自家農業労働時間を地帯・鯉業従事類型別に承ると、表辺のとおりである。まず一戸あたりの時間総
数は両型でいちじるしく異なっており、補助型では一、一一一○○時間台に過ぎないのに対し専従型のうち山村を別と
して一一「○○○時間前後にも及んでおり、近郊農村でもっとも長時間化している。さらに高齢者の比率も、補助型
で
は
八
○
影
を
割
っ
て
い
る
の
に
対
し
専
従
型
で
は
九
○
％
内
外
に
も
達
し
て
お
り
？
や
は
り
近
郊
に
お
い
て
最
高
に
な
っ
て
い
る
。
高齢者のうち男子に限っても、専従型では五○％を優に超えているのに対し補助型では五○％を下回るか、せいぜ
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い五○％ほどに止まっている。しかし、この程度の差であるがゆえ
に
高
齢
者
全
体
の
比
率
の
差
を
十
分
に
埋
め
え
な
い
。
と
い
う
こ
と
は
、
両
型
では高齢者のうち女子の比率にも差があることを意味するが、しか
し専従型でも女子の比率が補助型のそれを上回るのは近郊と平地で
あ
り
、
農
山
村
と
山
村
で
は
男
子
に
お
け
る
両
型
の
差
が
か
な
り
大
き
い
た
め
に
女
子
で
は
補
助
型
の
シ
ェ
ア
の
方
が
よ
り
大
き
く
な
っ
て
い
る
の
で
あ
る
。
さ
ら
に
農
業
就
業
者
一
人
あ
た
り
の
労
働
時
間
を
承
て
も
、
近
郊
を
は
じ
め
平
地
・
農
山
村
の
専
従
型
で
は
一
、
七
○
○
’
一
、
九
○
○
時
間
に
も
達
し
て
お
り
、
相
当
長
時
間
化
し
て
い
る
。
４
耕
地
の
利
用
状
況
と
貸
付
・
作
業
委
託
す
で
に
染
た
よ
う
に
、
高
齢
者
農
家
は
自
家
農
業
労
働
時
間
の
大
部
分
が
男
子
を
中
心
と
し
た
高
齢
者
に
依
存
し
て
お
り
、
そ
の
依
存
度
は
男
子
だ
け
で
は
中
間
層
に
お
い
て
高
い
が
、
全
体
で
は
と
く
に
零
細
腱
家
、
近
郊
な
ど
の
専
従
型において高くなっていた。それらは農家生産にとって主体的な契
機
で
あ
る
が
、
経
営
耕
地
と
農
機
具
な
ど
は
客
体
的
な
生
産
手
段
に
相
当
す
る
。
そ
こ
で
つ
づ
い
て
耕
地
の
利
用
状
況
に
目
を
転
じ
て
承
よ
う
。
まず表⑬によれば、高齢者農家の平均的な経営耕地規模は八八ア
ー
ル
に
止
ま
っ
て
お
り
、
都
府
県
平
均
九
七
ア
ー
ル
を
下
回
っ
て
い
る
。
そ
れ
表１２地帯・農業従事類型別高齢者農家の自家労働時間
(時間，％）
自家農業就業
者１人あたり
労働時間
労働時間
合計
うち60歳以上
（男女計） うち鵜以上時間構成
近郷鍵村|鏑ＩＪＩ，専従 1,036（79.0） 2,983（91.3） ６４１（489） 1,843（56.4） 1.311 1,181 3.266 1.910 
…村|鰹 1,063（77.5） 2,577（89.7） ６８８（50.2） 1,540（53.6） 1.371 1.281 ２８７３ 1,752 
鍵山村|鰹 1,049（78.6） 2,655（87.3） ５６８（42,6） 1,615（53.1） 1`３３５ 1,203 3,041 1.843 
村|灘 1,033（74.1） 1,780（86.1） ５８０（41.6） 1,228（59.4） 1.395 1.163 山 2.068 1.424 
前表と同じによる。
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曙「農業調査」の組替え集計で承たとおり零細農家への集中がより
いちじるしい事実からも推察されたところである。こうした経営耕地
規模の差より以上に作付廷面積の差の方が大きくなっており、したが
って経営面積に対する作付面積の比率、すなわち耕地利用率は都府県
平均の一○三％に対して九九％に止まっている・これはのちにぷる鍵辨
産物柵成・作付体系も反映しており、耕地規模別には○・七’一比層砺
をピークとしてわずかの差ではあるが、中間層において耕地利用率が鍼の
より高くなっている。こうした耕地利用の差異はさきの農業労働時間露
の差異とある程度まで相関しているに相違ない。つまり、’’一・五鐇
地で最長時間に達していたわけだが、中間層においてより多い農業労稿月
働の投下が○・七’一地層で耕地利用率が最高になるような作付体系辮地
を構成しているのである。
緋
さらに所有耕地の利用について注目されるのは、一・五’二地層の鑓
一五アールをピークとして耕地が貸付けられている珈実である。だ皿表
が、○・五比未満と二地未満の貸付耕地はきわめて零細なので、高齢
者農家全体とすれば都府県平均の貸付耕地をわずかに上回るに過ぎな
い。しかし、より狭小な経営耕地に対する貸付率は七・五％に達し、
都府県平均の六・七％をある程度上回っている。さらに経営耕地規模
(アール，％）
繍隆面馴轤|鵜|:騨鶴 作業委託面讃 鵠奪蕩利用形態糀岬、躯汕均
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９６．９ 
９９．２ 
〔96.3〕
103.0 
14.8 
2.7 ３．６ 
12.0 
〔84.5〕
１４．２ 
１．４ 
１３．６ 
〔92.5〕
１４．７ 
６．６ 
〔101.5〕
都府県平均 6.5 
前表と同じにより，大カッコ内は都府県平均に対するパーセントを示す６
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別の貸付率は零細農家ほど高くなっており、○・七地未満では一○％
にも達している。ということは、Ｊ零細農家において大きい女子などの
高齢者への依存による耕作の限界も示しているのだろう。こうした状
況は作業委託の面積比率にも認められる。もっとも作業委託面積は－
１－。五地層において二五アールにも達しており、その面積比率も○・
五地未満層についで高くなっているが、概して零細艇家ほどより高率
に達する、とみてよいだろう。ただし作業委託はさきの耕地貸付とは
反対にむしろ都府県平均を下回っており、おそらく需給両面からなん
ら
か
の
理
由
で
よ
り
未
発
達
な
状
況
に
あ
る
の
で
あ
る
。
つづいて地帯・農業従辮類型別に耕地の利用を承ると、表皿のとお
りである。まず経営耕地の規模は、平地でやや逆転しているのを別と
すれば、専従型の方がより大規模になっている。さらに作付耕地の利
用率も、専従型ではいずれの地帯でも一○○％を超えており、補助型
を明確に上回り、農産物櫛成・作付体系の差異を示している。つぎに
貸
付
耕
地
率
を
み
る
と
、
平
地
農
村
で
は
逆
転
し
て
い
る
が
、
他
の
地
帯
で
は
補
助型の方がより高くなっており、とくに農山村の補助型では一○形に
達している。また作業委託面積率でも、平地では逆だが、他の地帯で
は補助型においてより高率になっており、とくに耕地の狭小濯一山村の
表１４Ｊ地裕・艇業従事類型別高齢者農家の耕地利用形態
（アール，％）
利用形臘|蝋
纈柵|鰹|Ⅲ;;：
周
P 
率
８ 
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】
【
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日
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Ｎ
】
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補助型では、平村の補助型には及ばないが、二○％以上にも達し
ている。こうした貸付や作業委託の状況はいずれも自家農業労働
の投下の規模とも相関していると染てよい。平地のぱあいはいず
れも両型で逆転していたが、平地の専従型では他の専従型より労
働時間が少なくなっており、そのことと耕地の利用率がより低い
こととは密接に関連している、とみてよいだろう。こうした労働
投下状況との関係だけでなく、それぞれの地帯における耕地の貸
借や作業の受委託の発達そのものにも規定されているのはいうま
でもない。これらのうち、作業委託はどういう効果を持つのか、
即断しかねるが、少なくとも所有耕地の貸付は前掲『白書」も期
待するような生産構造の再編成に寄与する》」とになるだろう。
５
農
業
固
定
資
本
と
経
営
集
約
度
つづいて耕地以外の生産手段について、とくに耕地と同様に労
働手段として機能する固定資本の投下額についてゑておこう。そ
れを経営耕地規模に承ると表嘔のとおりである。まず耕地以外の
農業固定資本は、○・五地未満層では一○○万円を下回っている
が、耕地規模の拡大につれて増額する。しかし高齢者農家平均と
すれば零細農家が多いだけに都府県平均の二○○万円ちかくに対
農業労働
（千円，％
表１５経営耕地面積別高齢者農家の農業固定資本と
時間）
固定
０００ 
り艇
時間
農業
本１，
あた
労働 轤製 経営耕地１０ａあたり農業労働時間農業固定固定資 うち農機具本・労働 資本額 時
４
６
３
２
６
７
■
●
■
■
●
■
 
１
１
１
１
０
０
 
千円
22.6 
時
349.6 
千円
881.5 
千円
192.9（21.9） 
337.3（33.5） 
534.4（34.4） 
832.4（41.6） 
1,318.1（35.6） 
1,679.9（57.0） 
574.5（36.2） 
〔95.4〕
602.3（30.6） 
識叩、蛆即均
ａ
一
一
一
一
一
ｈ
５
７
０
５
０
 
５
０
ｏ
Ｌ
Ｌ
２
平
０
 
1.005.6 16.9 277.2 
18.3 1,555.1 
2jOOO､6 
3,700.3 
2,947.4 
1,587.5 
〔8ｑ６〕
1'969.7 
231.7 
1６．３ 188.2 
21.9 135.6 
11.7 77.6 
平均
都府県平均
１８０ 
〔88.2〕
２０．４ 
207.9 
〔102.9〕
1,2 
〔120.0〕
１`０ 202.1 
前表と同じにより，カッコ内は固定資本に対する農機具，大カッコ内は都府県平
均に対するパーセントを示す。
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このような農業固定資本の投下は農業労働量との関係からふれば、いかなる状況にあるか。表狙は農業固定資本
千円あたりの自家農業労働時間数を算出した結果だが、それによれば高齢者農家の平均は一・二時間に達し、都府
県平均を二○％も上回っている。ということは、高齢者農家の農業経営がそれだけ固定資本粗放的であり労働集約
化している事実を意味するだろう。とはいえ、一・五比以上では一時間を割っているのに反して、零細規模では一
時間を優に超えており、いちじるしく労働集約化している。こうした投下労働量との関係を経営耕地一○アールあ
たりで梁ると、まず高齢者農家平均では二○○時間以上に達しているが、都府県平均との差異はきわめて小さい。
したがって経営耕地に対して極度に労働集約化しているとはいえないが、零細規模では三○○時間前後にも及んで
おり、農業固定資本に対する労働集約度より以上の大きな規模差を象せている。
し一六○万円足らずに止まっている。しかも二比以上層は一・五’二地層を下回り、一一一○○万円以下に止まってい
る。これらを農業生産の中核となっている基幹男子農業専従者のいる農家の五○○万円に比較すれば、高齢者農家
の上層における劣位は明瞭だろう。すでに触れたように固定資本の耕地規模別平均では上層で逆転がみられたが、
固定資本のうち農機具に限れば、その価値額は耕地規模の拡大につれて増大しており、前述のような反転はゑられ
ない。というのは、二地以上層ではのちにゑるように稲作に偏向している農機具を中心とした固定資本の投下が行
われているのに対し一・五’二地層では例えば青果物・畜産用の建物や動植物などの固定資本がより多いことを示
しているのだろう。農機具投下額の固定資本額に対する比率は概して零細規模ほど低くなるが、平均的には都府県
平均より高くなっている。ということは、高齢者農家のぱあいとくに稲作に傾斜していることに対応して稲作中心
に発達してきた農機具への投資が比較的大規模となっているが、農機具以外の固定資産への投資は小規模になって
いるのだろう。
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以上のような資本と労働の投下状況を地帯。農業従鞭類型別に
ふると、表巧のとおりである。それによると、⑪農業固定資本額
は山村では逆転しているが、補助型よりも専従型において多額と
なっており、近郊農村と農山村では相当の差を示している。それ
に比して平地農村では小差に止まっており、専従型のそれは近郊
とくに農山村の専従型に比較してかなり劣位を示している。②そ
れらのうち農機具の占める比率を承ると、平地の補助型をはじめ
としてとくに稲作に傾斜している補助型の方が専従型を上回って
おり、山村を別とすれば補助型において固定資本が少額の割には
農機具の投資が多額な反面、農機具以外の建物や動植物などの固
定資産への投資が比較的少額に止まっている事実を物語ってい
る。③このような農業固定資本と農業労働との関係は、固定資本
が多額にのぼる農山村の専従型は別として、前述のように農業労
働の投下がより多量化している専従型の方が明確に労働集約化し
ており、かなり〃裸の労働〃が投入されている状況をみることが
できる。山このような両型の開きは経営耕地一○アールあたり農
業労働時間の長短により鮮明な形であらわれている。もっとも山
村の専従型のぱあいは労働時間があまり長くなっていないので補
表１６地帯・避業従事類型別高齢者座家の農業固定資本と農業労働
（千円，％，時間）
鍵i鐸鑿|蓬iiiiI農業固定固定資本・労働 うち農機具資本額千円1,356.1 
2,078.3 
千円
530.7（3９ 
６１２０（2９ 
1） 
5） 近郊農村|補助｜専従 20.3 318.9 1.6 
劉搬’ ０９１ '･７１ 729.3（45.6） 598.2（35.0） …村憾 15.9 136.0 17.9 300.2 助
従
一
助
従
593.9（43.1） 
484.309.2） 鍵山村膠 1.0 1.2 17.3 1'377.2 2'521.3 167.9 331.6 27.5 
藤｢悪TiIiTI山村煙 1.1 1.7 20.1 212.7 233.7 14.0 
前表と同じによる。
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肋型との差は小さいが、他の地帯では一一倍かそれ以上もの差を示し
ている。もちろん、このような専従型における労働集約化とはいっ
ても、一○アールあたりの固定資本額では山村以外は補助型のそれ
を上回っている。こうした資本・労働投下の効果が実は問題なので
１
 
あって、のちに考察するようにこれだけで経済的に過剰投下とは規成構
定できないだろう。
入収
６
農
業
収
入
職
成
と
農
業
所
得
率
業艇
これらの労働手段のほか、労働対象にも考察を加えねばならない麺
が、それは省略するとして、以上のような零細農家やとくに専従型識
において象徴的な労働集約化のもとで高齢者農家はいかに艇業収入鍬
をあげているか。それは表呵のとおりだが、凹まず収入総額は経営鋼
耕地規模が拡大するにつれてきわめて顕著な増大を示し、大きな規地耕
模開差をみせている。だが、零細規模が支配的な高齢者農家の農業・鶴
収入平均はほぼ一五○万円という比較的少額に止まっており、都府７
１
 
県平均の六六％でしかない。②ただし、稲・加エロ叩、雑穀・豆類、表
鶏卵では大差なく、野菜や果実や鶏卵以外の畜産などでは都府県の
半分以下に止まっている。このように稲や雑穀や鶏卵に傾斜してい
る
と
い
う
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現
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裏
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い
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前表と同じにより，農業所得率とカッコ内は腱業収入総額に対するパーセントを
示す。‐
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いっても、高齢者農家の平均では一二％でしかなく、，都府県を多少上回っ
て
い
る
に
過
ぎ
な
い
。
た
だ
し
、
零
細
規
模
ほ
ど
生
産
現
物
の
家
計
消
費
分
の
ウ
ェ
イ
トがより大きく、二○％ちかくにし達しており、自給生産の性格がかなり
強くなっている。⑧さらに、こうした農業収入をあげるためにいかに農業
経営費が支出されているかを考察すべきだが、それは省略してここでは収
支の結果として形成される農業所得の農業収入に対する比率、つまり所得
率を染ると、それはつぎのとおりである。高齢者農家の平均ではほぼ五○
％に達しており、都府県平均と同等の水準に達している。だが、零細規模
では四○％程度に過ぎず、六○％ちかくに達する二地以上層とのあいだに
ある程度の開差を示している。大体耕地規模の増大に対応して所得率は向
上する、とふてよいが、一’一・五地とくに一・五’二地では五○妬内外
に
止
ま
っ
て
お
り
、
零
細
規
模
ほ
ど
で
は
な
い
が
、
の
ち
に
も
考
察
す
る
と
お
り
や
や
過剰投資の傾向を示している。
そ
れ
に
つ
い
て
は
農
業
生
産
構
成
の
質
的
差
異
か
ら
も
解
明
さ
れ
な
く
て
は
な
ら
な
い
が
、
そ
れ
は
つ
ぎ
の
表
狙
の
農
業
収
入
構
成
か
ら
あ
る
程
度
推
察
す
る
こ
と
が
で
き
る
だ
ろ
う
。
そ
れ
に
よ
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と
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す
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に
触
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て
お
い
た
と
お
り
高
齢
者
農
家
の
稲
・
雑
穀・鶏卵への傾斜はきわめて顕著であり、稲だけでも五○％以上に及び、
都
府
県
平
均
を
か
な
り
上
回
っ
て
い
る
。
そ
し
て
、
こ
の
よ
う
な
伝
統
的
な
腱
産
物
に
表１８経営耕地規模別高齢者艇家の農業収入櫛成(２
(％） 
収入種類 総 額｜稲･加工品|雑穀･豆類｜野 菜｜鶏 卵｜その他
0.5ha未満
0.5～0.7 
100.0 30.0 ５
５
５
８
７
４
９
５
 
●
■
①
●
●
●
■
■
 
２
１
２
１
１
０
１
１
 
10.9 20.1 36.5 
100.0 ４８０ 8.9 ５．２ 
０．０ 
36.4 
0.7～1.0 100.0 
100.0 
５０．５ 14.2 32.7 
1.0～1.5 ５１．７ 10.8 10.2 25.5 
1.5～2.0 100.0 56.5 ３
３
４
 
●
０
■
 
２
２
９
 
０
１
７
１
 
●
●
①
■
 
０
０
５
４
 
39.3 
２．０～ 
平均
都府県平均
100.0 83.4 13.8 
100.0 52.3 30.7 
100.0 36.7 15.4 42.3 
前表と同じによる。
222 大きく依存している反面、野菜や果実や畜産などの〃選択的拡大〃の主要な対象となっている農産物のウェイトは
比較的小さくなっている。これを経営耕地規模別にふると、稲の比重は大体規模の拡大とともに増大する傾向にあ
り、平地農村に多い一遍以上層においては実に八○％以上のウェイトを占めているが、いずれも近郊・農山村にも
多い一’一・五比とくに一・五ｌ一遍層ではむしろ稲の割合は小さく、そのかわりに一’一・五地層では零細規模
とともに野菜のウェイト、また一。五’一届層ではこれもまた零細規模とともにおそらく果実や畜産のウェイトが
それぞれ大きくなっているのだろう。
このように高齢者農家の農業収入榊成はとくに二地以上層において稲作に単純化し、それ以下の中小規模ではむ
しろ稲作のウェイトが縮小し、かわりに野菜や果実や畜産などの比重がかなり大きくなっている。とくに一遍以上
層で稲作に特化しているがゆえに、前述のように自家農業労働時間も短い反面、稲作中心に発達してきた農機具へ
の依存を高めているのである。これに対し－１－－比層は経営耕地規模の比較的大きい割には稲作への依存は相対的
に小さく、零細規模と同じように野菜や果実や畜産などの比重を大きくしている。このことが前述のように一面で
は鱒細規模とほぼ同様に耕地利用率を高めると同時に、他面ではまたそれゆえにとくに一人あたりの自家農業労働
時間をより零細規模や二比以上層より以上に延長させているのである。さらに一’一一地層のこのような腱業収入構
成が、前述のような農業所得率の低位をも規定しているのだろう。農業所得率の要因は、個々の農産物の生産力と
価格形成力に対するそれぞれのコストと経営要素の購入力などによって構成されている。結局は資本・労働の投入
がいかに付加価値を形成し、かつ所得として実現されるかにかかわるが、一一比以上層ではのちにも触れるように生
産力も価格形成力も安定的に高い稲作を相当大規模に経営しているがゆえに高い所得率に達しているのに反し、中
小規模では経営多角化しているにもかかわらず稲作ほどの安定した生産力も価格形成力なども実現できないがゆえ
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に所得率が劣位に陥らざるをえないのである。農業生産力の総括
はのちに試承るが、とくに零細規模では規模の経済も形成されて
いないのである。
このような視角から地帯・農業従事類型別に農業収入構成など
についてみると、表、のとおりである。それによると、⑩農業収
入の総額は、近郊の専従型の二六○万円をはじめ専従型では山村
を別として二○○万円を上回っているのに対し補助型では一○○
万円程度でしかない。②しかも補助型では平地農村のそれはやや
低いが、自給生産のウェイトが高く、一○数％から二○％の比重
を占めているのに対し、専従型のウェイトはほぼ都府県平均程度
に
止
ま
っ
て
い
る
。
③
だ
が
、
両
型
の
腱
業
所
得
率
の
差
異
は
乱
れ
て
い
る。すなわち、近郊農村と山村では補助型の方が所得率が低く、
経営耕地規模がより狭小であることなどの反映が認められるが、
平地農村と農山村では専従型が多少より低くなっている。山その
理由の一つは、表加に示した農業収入構成の差異が示している、
とみてよい。まず平地農村では補助型のぱあい山村以外の他の補
助型にくらべてもとくに稲作への傾斜が大きいことが所得率を高
めているのに対し、専従型では近郊農村の専従型と同様に野菜の
表１９地帯・農業従事類型別高齢者農家の農業収入構成(1)
（千円，％）
繼繍|郷|豐繊陶|蠣蕊,M|そ馳檬繍檬縛驚収入種類
【
】 、」，４４
Ｒ
」
乎
喫
一
間
噺
専
一
鬮
主
泗函一麺汕
PU 
D｣ 
Ｈ
』Ｋ
’
３
２
 
卵
一
団
師
８
」
８
月
【１４’３９(］
等UＦｌＬ５ＵＯ－Ｏｊ８６８－m
前表と同じにより，農業所得率とカッコ内は農業収入総額に対するパーセントを
示す。
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ウェイトが大きいほかに農山村の専従型についで果実や畜産などの
Ｊ
 
ウエイトが大きくなっており、そのことが所得率をより低位におさ畷
えているのだろう。、農山村のぱあいも、補助型では平地農村のそれ
についで稲作のシニアが大きいのに反し、専従型ではとくに果実や“
畜産のシェアが大きい、という対照が前述のような所得率の差異を蝋
形成しているだろう。このように概して補助型では稲作への単純化熱艇
が
み
ら
れ
る
な
か
で
、
山
村
で
は
む
し
ろ
専
従
型
の
方
が
稲
作
の
比
重
が
大
き
の
．家
いが、その比率そのものは山村ゆえに限定されているのである。
農者齢
７
農
業
純
生
産
と
労
働
・
固
定
資
本
生
産
性
高Ｉ
 
すでにさきまわりして対売上所得率に相当する農業所得率につい麹類
ても考察したが、高齢者農家の農業生産を総括する意味で農業生産事
力の価値面を概観しておこう。まず表皿によって農業純生産を経営縦腱｜
耕地規模別に染ると、○・七比未満では三○’四○万円に過ぎない。（「帯
が、一随を超える一○○万円以上に達し、さらに二地以上では二○地
○万円を超え、きわめていちじるしい規模開差を示している。この麺
よ
う
に
零
細
規
模
の
純
生
産
が
少
頓
な
こ
と
に
よ
っ
て
も
高
齢
者
農
家
の
純
生
，
産の平均は都府県の平均をかなり下回ることになり、その六六％に
止まっている９だが、生産力としての問題点は、すでにふてきた資
額|型･＄膳殿嶺|野菜|鶏 卵｜その他収入種類 総
20.1 4.7 …村|蝿 5.9 68.1 1.2 1.4 ００ 伽伽１１ 26.4 25.0 1７．４ 29.9 
０
０
－
６
 
０
９
｜
日
日
】
！
Ｆ
－
‐
Ⅱ
 
０
０
’
０
、
１
】
【
－
Ｊ
二
円
】
ｎ
Ｊ
「１
Ｌ」
闇
一
鬮
聖
例
一
３
月
６
頂
』
Ｈ 
前表と同じによる。
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本や労働の投入との対比においていかなる状況にあるかにある。
凹まず自家農業労働一○時間あたりの農業純生産をふると、そ
の平均は都府県平均の七○％に達しており、純生産総額ほどの開
差は承られない。しかしながら、○・五比未満のほぼ二、四○○
円から二比以上のほぼ一二、○○○円まで、きわめて大きな規模
差
を
ふ
せ
て
お
り
、
と
く
に
一
時
間
あ
た
り
二
○
○
’
三
○
○
円
台
に
止
ま
っている一睡未満層の純生産は、一時間五○○円前後の．〈１トタ
イ
マ
ー
の
賃
金
を
も
大
き
く
下
回
っ
て
お
り
、
内
職
工
賃
と
し
て
も
副
業
型
の
よ
り
低
い
方
の
水
準
に
し
か
相
当
し
な
い
だ
ろ
う
。
す
で
に
象
た
よ
う
に
一睡未満では高齢者でもいかに女子の農業労働の比重がより大き
い
に
し
ろ
、
こ
れ
で
は
経
済
的
に
過
剰
な
労
働
を
投
下
し
て
い
る
、
と
規
定
せざるをえないだろう。
②つぎに経営耕地一○アールあたりの純生産に目を転じると、
そ
の
平
均
は
都
府
県
平
均
の
七
二
％
に
達
し
、
か
つ
耕
地
規
模
の
差
は
き
わ
めて小さい。最低の○・五’○・七比層の七・六万円から－１
〒五地層の九・五万円の最高までの開きでしかない。このよう
に土地生産性が一’一・五地層において最高なのは、ある程度ま
で
は
経
営
耕
地
に
対
す
る
固
定
資
本
や
労
働
の
投
下
量
の
適
切
な
大
き
さ
に
表２１経営耕地規模別高齢者農家の艘業純生産と生摩件指標
農業固定資本
1,000円あた
り
農業労働10時
間あたり
経営耕地１０
ａあたり生産力指標 農業純生産
千円
306.7 
千円
85.4 
円0.5ha未満
０．５～0.7 
2,444 348 
453.4 2.745 76.1 ４５１ ０
６
，
均
１
１
２
 
一
一
一
一
７
０
５
０
 
ｏ
Ｌ
Ｌ
２
平
716.9 3.635 84.2 461 
1.162.7 5.036 94.8 ５８１ 
1,436.7 6,260 
11,774 
４，１９１ 
〔69.9〕
５j９９３ 
84.9 388 
2,300.6 
767.7 
〔65.6〕
1,171.0 
91.3 781 
８７．１ 
〔71.9〕
121.1 
４８４ 
〔81.3〕
都府県平均 595 
前表と同じにより，農業純生産は付加価値額なので，艇業所得とは異なり，雇用
賃金支払い分と支払い小作料を含む。大カッコ内は都府県平均に対するパーセン
トを示す。
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よ
っ
て
説
明
で
き
る
だ
ろ
う
。
そ
の
こ
と
は
い
く
ら
か
集
約
度
の
落
ち
る
上
層
と
の
比
較
で
は
明
瞭
で
あ
る
。
そ
れ
に
対
し
下
層
で
は
零細耕地に対する過当なほどの多避の固定資本・労働が投下されているのに土地生産力はより低く、零細規模での
投下はあきらかに不効率化し過剰化しているのである。さらに二地以上層において一’一・五地層についで土地生
産力が高くなっているのを承れば、前述のような収入としての価値構成まで含めた農産物構成の差異の反映をも考
慮に入れねばならぬだろう。というのは、二比以上屑ではすでにふたとおり稲作に偏向しており、稲作の高く安定
した土地生産力が大きくものをいっていることを考えれば、一’一・五ｍ層のぱあいは野菜や鶏卵のウェイトの大
きい収入構成がかなりの影響をあたえている、とゑてよいだろう。
③つづいて農業固定資本千円あたりの農業純生産を象ると、高齢者農家の平均は都府県のそれの八一％の水準に
あり、さきの労働生産力や土地生産力よりも相対的に高い地位にある。それは、いわゆる資本の生産力を向上させ
るための積極的な経営の成果ではなく、むしろ伝統的な経営方式の残存を反映している、と象なければならないだ
ろ
う
。
し
か
も
艇
家
全
体
の
固
定
資
本
の
投
資
が
過
剰
化
し
て
い
る
な
か
で
、
高
齢
者
農
家
の
過
剰
投
資
の
度
合
は
よ
り
大
き
く
な
っ
てさえいるのである。とくにそれは零細規模において顕著だが、一・五’二地層の水準が四○万円足らずに止ま
り、零細規模の水準でしかないことに注目しなければならない。しかもこうした耕地以外の固定資本の生産力だけ
ではなく、それほどではないまでも土地生産力も停滞ぎみだが、それはやはり一・五’二地層の農業所得率も相対
的に低下していたように、おそらく果実か畜産のウェイトが大きく、とくに前述のように農業固定資本の投下が過
大になっており、その生産性がいちじるしく低下しているためだろう。
このような視角から地帯・避業従事類型別にも農業純生産に示された生産性指標を梁ると、表犯のとおりであ
る。それによると、Ⅲ農業労働一○時間あたりでは、平地農村の補助型で五千円を超えているのを最高として、他
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はすべて四千円内外に止まっており、大きな差は認められない。とす
ると、地帯や農業従事類型が異なるにもかかわらず労働生産性は顕著
に平準化しており、それよりは前表でみた経営耕地規模の差がより決
定的な要因となっていることを意味する。そのなかで、とりわけ農山
村の専従型において労働の生産性が低くなっているのは、表示したと
お
り
純
生
産
そ
の
も
の
が
低
い
の
で
は
な
く
、
表
超
の
と
お
り
自
家
農
業
労
働
時
間
の
方
が
過
長
に
な
っ
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。
②
つ
ぎ
に
土
地
生
産
性
を
染
る
と
、
山
村
の
ぱ
あ
い
は
そ
の
差
は
小
さ
い
が
、
専
従
型
と
補
助
型
の
あ
い
だ
に
明
確
な
開
差
が
ふ
ら
れ
る
。
な
か
で
も
と
く
に
近
郊
農
村
と
腱
山
村
の
補
助
型
に
お
い
て
土
地
生
産
性
が
低
く
な
っ
て
お
り
、
比
較
的
低
い
地
代
で
も
賃
付
け
ら
れ
る
こ
と
を
示
唆
し
て
い
る
。
現
に
表
叫
で
ぷ
て
お
い
た
よ
う
に
農
山
村
の
貸
付
率
は
割
に
高
く
な
っ
て
い
た
が
、
近
郊
農
村
の
補
助
型
で
そ
う
で
な
い
の
は
借
入
側
の
要因にもよる、と糸なければならないだろう。③さらに固定資本の生
産
性
に
つ
い
て
ゑ
る
と
、
両
型
の
差
は
労
働
の
生
産
性
よ
り
は
大
き
い
が
、
耕
地
の生産性ほど大きくはない。そのなかで最高は山村の専従型であり、
そ
れ
は
補
助
型
を
含
め
て
山
村
の
専
従
型
に
お
い
て
固
定
資
本
が
最
少
と
な
っ
て
おり、一面では他が過剰投資化しており、それだけ不効率化している
面
も
あ
ろ
う
が
、
他
面
で
は
山
村
の
専
従
型
に
お
け
る
固
定
資
本
以
外
の
肥
料
な
表２２地帯・農業従事類型別高齢者農家の農業純生産と生産性指標
農業固定資
本1,000円
あたり
農業労働10
時間あたり
営耕地
aあたり
経、生産力指標 農業純生産
千円
497.5 
円 千円
62.7 
円…村|鰍 3.795 367 1.321.5 4.046 129.1 636 
平…|鰹 757`4 1,151.3 5．５２４ 75.1 473 4.007 120.3 673 
農山村|澱 510.3 1,175.2 3,822 64.2 371 ３８６５ 128.2 466 
山村|鰍 540.5 914.4 3,875 4,422 82.4 409 103.3 740 
前表と同じによる。
● 
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どの流動資本や前述のような労働の投下の効果がシャイソとして固定
資本の生産性を高めているのだろう。逆に最低の近郊腱村と農山村の
補助型のぱあいは純生産そのものが山村の補助型より少額に止まり、
しかも農業所得率も低くなっており、それらの状況が固定資本の不効
率
と
な
っ
て
示
さ
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。
つづいて、すでにみたように高齢者農家の農業収入構成のなかでと
くに稲作について、水稲の土地生産性などをぷておこう。まず経営耕
地規模別に染ると表泌のとおりである。それによると、作付面穂は○
・
五
加
未
満
層
の
一
六
ア
ー
ル
か
ら
二
加
以
上
層
の
二
○
○
ア
ー
ル
ち
か
く
ま
で
大
き
な
差
が
承
ら
れ
る
が
、
そ
れ
は
経
営
耕
地
規
模
そ
の
も
の
の
反
映
で
は
な
い
。
そ
の
こ
と
は
経
営
耕
地
面
積
に
対
す
る
比
率
か
ら
も
知
ら
れ
る
が
、
近
郊
農
村
と
鍵
山
村
に
多
い
○
．
五
加
未
満
で
は
と
く
に
低
く
、
平
地
農
村
に
多
い
二
帖
以上層においてとくに高くなっている。問題の一○アールの収愛は、
一
睡
未
満
層
で
は
五
○
○
蛇
を
下
回
る
の
に
対
し
、
一
・
五
’
二
地
層
は
別
と
し
て
一
地
以
上
層
で
は
五
○
○
蛇
を
優
に
上
回
る
、
と
い
う
開
差
が
認
め
ら
れ
る
。
そ
し
て
ま
た
、
平
均
的
に
は
都
府
県
平
均
と
そ
れ
ほ
ど
の
差
も
ゑ
い
だ
さ
れ
な
い
。
それに比較して表町のとおり稲・加工品の収入額の方がより差が大き
いのは、おそらくわらなどの加工品の差というよりも稲の品質・等級
表２３経営耕地規模別高齢者農家の水稲作付面穣・雄巌母
面積・生産儲 作付面繭 生産量 10ａあたり収趣
ｋ9 
489.9 
ｋｇ 
７７９ 
アール
１５．９（44.3） 
３３．５（56.2） 
４８．０（56.1） 
７３．１（566） 
105.6（62.4） 
198.4（78.8） 
５２．５（59.6） 
〔97.2〕
５４．０（55.8） 
o5ha未満
0.5～0.7 1.655 494.0 
0.7～1.0 ２．３２９ 485.2 
525.2 ５
０
均
１
２
 
一
一
一
０
５
Ｏ
 
Ｌ
Ｌ
２
平
ａ８３９ 
5.220 494.3 
10.329 520.6 
２，６４４ 
〔94.9〕
２．７８６ 
503.6 
〔97.6〕
515.9 都府県平均
前表と同じにより，カッコ内は経営耕地面積，大カッコ内は都府県平均に対する
パーセントを示す。
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などの差を反映するのだろう。
さらに、地帯・農業従事類型別に承ると表型のようになる。それに
よると、表卯の収入構成ほどの差ではないが、平地農村の補助型をは
じ
め
、
山
村
を
別
と
し
て
補
助
型
の
方
が
水
稲
面
積
の
比
率
が
よ
り
高
く
、
補
助
型における作付体系の偏向が示されている。それにもかかわらず、一
○アールあたりの収量は平地農村においての承稲作偏向をリードする
だ
け
補
助
型
に
お
い
て
土
地
生
産
性
が
よ
り
高
く
な
っ
て
い
る
の
に
反
し
て
、
他
の
地
帯
で
は
専
従
型
の
方
が
よ
り
高
く
な
っ
て
い
る
。
す
で
に
み
た
表
塑
ほ
ど
で
は
な
い
ま
で
も
、
水
稲
に
お
い
て
す
ら
補
助
型
の
高
齢
者
農
家
に
お
い
て
耕
地
利
用の経済効率の低さが示されているのである。
８
｜
農
家
総
所
得
と
そ
の
構
成
すでに高齢者農家の世帯員の就業状態についてはみておいたが、そ
うした就業などによって高齢者農家はいかなる所得を取得している
か。まず表溺によって農家としての総所得を経営耕地規模別に承る
と
、
そ
れ
は
つ
ぎ
の
と
お
り
で
あ
る
。
年
間
四
○
○
万
円
を
下
回
る
○
・
五
地
未
職棡》Ⅶ轆些江痙鐡鮒鰄諏鮭沖幽鮭癩罹辨啼、四面報塗酔志郎峨隷疵
就業による農業所得の耕地規模別の大きな開差を、主として高齢者以
表２４地帯・農業従事類型別高齢者農家の水稲作付面積・生藤鵠
面積・生産量 作付面積 生産量 10ａあたり収鼠
ｋｇ 
２ｐ４９８ 
ｋ9 
482.2 
アール
51.8（65.2） 
54.3（53.0） 
補
専
助
従近郊農村
２６５５ 489.0 
補助
専従
72.4（71.8） 
55.2（57.7） 
3.736 516.0 平地農村 ２７７３ 502.4 
補助
専従
48.4（60.1） 
40.7（44.4） 
2.432 502.5 農山村 2.125 522.1 
36.2（55.2） 
5560（62.2） 
補助
専従
1.828 505.0 村山 3.030 550.9 
前表と同じによる。
230 
農家の所得構成(１
(千円）
出稼ぎ・被
贈扶助等の
収入
う うち ち
料俸 給その他給
1.008.5 412.3 81.0 798.4 1.116.1 698.1 16.7 
458.7 755.8 898.3 3.6 472.3 24.3 1.571.7 
1.202.4 950.3 503.3 813.5 33.4 423.3 41.6 
982.4 1.121.4 1.287.9 587.8 47.0 507.4 77.5 
3.8 1.121.3 414.8 745.2 310.3 8２０ 1,136.1 
454.3 560.0 245.4 119.7 966.3 1.613.4 
８６２３ 
〔108.2〕
797.0 
３７．５ 
〔163.0〕
23.0 
495.6 
〔133.1〕
372.5 
４５．０ 
〔71.4〕
６３．０ 
1,049.7 
〔109.8〕
955.8 
1,183.3 
〔82.8〕
1.429.1 
477.2 
〔90.1〕
529.8 
外の就業による艇業以外の兼業所得などがかなり埋め合わせている
からにほかならない。そしてまた同様に、都府県平均の六五彩でし
かない高齢者農家の農業所得が都府県平均の九二％に達する兼業所
得によって補われ、主としてそのことによって都府県平均の八九％
に達する農家総所得を形成しているのである。
こ
の
よ
う
な
重
要
な
役
割
を
持
つ
兼
業
所
得
は
、
す
で
に
表
９
で
も
承
た
と
おり兼業就業率も職業の種類も異なる以上、耕地規模別傾向はほと
んど認められない。たまたま兼業就業者が少なかったり、所得水準
の
比
較
的
高
い
職
員
勤
務
や
恒
常
的
賃
労
働
が
少
人
数
に
止
ま
っ
て
お
り
、
兼
業所得の少額な○・五地未満層、○・七’一地層、一・五’二脆層
に
お
い
て
そ
の
農
家
所
得
を
比
較
的
低
位
に
位
置
づ
け
る
結
果
を
生
ん
で
い
る。そうした兼業所得のなかでは、自営兼業による事業収入は零細
規
模
ほ
ど
大
き
く
な
る
傾
向
に
あ
る
が
、
ウ
ェ
イ
ト
が
小
さ
い
の
で
影
響
は
小
さ
い
。
こ
れ
に
対
し
兼
業
所
得
の
大
部
分
を
占
め
る
の
は
、
職
員
の
俸
給
と
恒
常
的
賃
労
働
の
給
料
で
あ
る
。
す
で
に
ゑ
た
就
業
状
態
で
も
恒
常
的
賃
労
働
が
とくに多かったが、それに対応して高齢者農家の給料は都府県平均
のそれを一○％も上回っており、それが八○％ほどに止まる自営兼
業収入や職員俸給やその他の臨時賃金・小作料・配当利子などをあ
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表２５経営耕地規模別高齢者
事業以外
収入
農外事業
収入避外所得…類|農家総所繍|腱蘂所縛
2,326.8 0.5ha未満
０．５～0.7 
372.3 ２４８１．５ 298.6 3,788.6 
4j３２２８ 
4,298.1 
5,130.9 
4,888.3 
5,892.8 
4,441.7 
〔88.7〕
5,005.9 
2.928.7 329.5 3,131.1 435.9 
2.656.0 2,781.9 270.0 702.7 0.7～1.0 
2.997.1 196.4 1,129.2 
1,313.1 
2,263.4 
741.7 
〔65.4〕
1,134.5 
3019.3 1.0～1.5 
2,672.2 
3,034.0 
2,710.2 
〔93.0〕
2,914.7 
2,830.0 
3,069.4 
2,837.7 
〔92.3〕
3,074.4 
274.1 1.5～2.0 
202.6 2.0～ 
平均 289.5 〔84.3〕
343.6 都府県平均
より，大カッコ内は都府県平均に対するパーセントを示す６前表と同じに
る
程
度
補
う
形
と
な
っ
て
い
る
。
さらに、平均で三○○万円ちかくにも達する兼業所得ほどのウェ
イトを持っていないが、都府県平均を八％ほど上回る出稼ぎ・被贈
扶助などの収入に注目しなければならない。そのなかでとくに重要
なのは、恩給・年金などの給付である。その内容は軍人恩給、厚生
年金、国民年金、農協職員の年金、公務員などの共済年金、さらに
国民年金に上乗せされた農業者年金などだろうが、都府県平均を三
三％も上回っており、高齢者農家の所得櫛成上重要な特徴を示して
いる。なかには一’一・五地層の五一万円という比較的高額もある
が、概して零細規模ほど高額に達し、○・五地未満層の七○万円に
対して二加以上層の二五万円ほどの開差が承られる。というのは、
現在の経営耕地規模が以前とそう変化していないとすれば、零細農
家ほど本格的な雇用を兼業し、それだけ社会保険の給付も高額にな
るだろうからである。こうした給付とは逆に都府県平均の七一％に
止まる農林業補助金は大きな規模ほどより高額となるが、主として
さきの給付がそれを打ち消して、こうした扶助収入全体はおおよそ
零細規模ほど多額となる傾向を形成している。
このような経営耕地規模別所得状況を構成比として見直してゑる
と、それは表妬のようになる。それによれば、⑪農業所得は総所得
232 
に対して二地以上層では四○％ちかくにし達しているが、平均的に
は一七％のウェイトしかなく、可都府県平均の二二％さえ下回ってい
る。②それに対し兼業所得は総所得中六四％にも達しており、都府
県平均の六○％を上回ると同時に、とくに一睡未満では六○’七○
％台にも及んでおり、こうした零細農家は俸給・給料の比重が五○
％以上にも達する、れっきとした勤労者世帯だ、とゑてよい。⑧さ
らに出稼ぎ。被贈扶助などの収入は一九％の比重を持ち、都府県平
均の一七錫を上回っている。とくに恩給・年金などの給付は、○．
五加未満層では一八％にも達しており、二脆以上層の四％に比較し
てきわめて大きな差を示していると同時に、零細鍵家にとっては比
較的大きな非就業所得となっているのである。
こ
う
し
た
農
家
所
得
を
地
帯
・
農
業
従
事
類
型
別
に
承
る
と
表
翫
の
と
お
り
である。それによれば、山農家総所得の水準は、近郊農村でより高
く、山村でより低いが、その差はそれほど大きくない。さらに平地
農
村
を
別
と
す
れ
ば
補
助
型
の
方
が
専
従
型
を
上
回
っ
て
い
る
が
、
そ
の
差
も
それほど大きくない。②というのは、農業所得では両型で大きな差
が
承
ら
れ
る
が
、
そ
れ
が
補
助
型
ほ
ど
多
い
兼
業
所
得
で
逆
転
さ
せ
ら
れ
て
い
るからである。③兼業所得のなかでは、自営兼業収入がとくに近郊
表２６経営耕地規模別高齢者農家の所得構成(２
(％） 
凶
稠
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山
四
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伴
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血
個
刈
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極
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』
前表と同じによる。
233高齢者農家の経済分析 農村と山村でより多額に達しているが、それは都市産業と林業などの自営兼業が両地帯で比較的発達しているから
だろう・兼業所得の中心となっている俸給・給料はいずれも補助型ほど多額になっているが、地帯別には俸給は近
郊農村と農山村で給料は平地農村でより多額となっており、すでに表９でみておいた就業形態を反映している。
③出稼ぎ・被贈扶助などの収入は、他出家族がとくに多く送金が多い山村の専従型は別として、補助型ほど多くな
っている。というのは、農林業補助金ではあまり差がないから、恩給・年金などの給付が補助型ほど多額になって
いる状況を反映しているのである。ただし山村の専従型や農山村の補助型でとくに多額なの健格別に高齢者が多
いのではないわけだから、給付の内容によるのだろう。しかし、こうした被贈扶助収入がとくに高齢者の農業従事
の程度をはじめとしてその就業形態を規定していることは疑いえない。
このような地帯・農業従事類型別の所得をその構成比から見直すと、表犯のようになる。それによれば、⑪鍵業
所得は補助・専従両型で一○’一一○％の差を示しているが、その差はすでに前述のように兼業所得などの逆の差に
よって反転させられている。②兼業所得のうち自営兼業収入はすでにみたとおり近郊腱村と山村において比較的大
きな比愈を占めており、とくに専従型においてより大きくなっている。こうした小業以外の収入のうち、職員の俸
給の比重は近郊農村と腱山村でより大きく、恒常的賃労働の給料は平地腱村でより大きくなっており、それらもま
た表、で示した就業形態を反映している、とみてよいｐ③出稼ぎ・被贈扶助などの収入のウェイトは、平地農村と
農山村以外ではかならずしも補助型においてより大きいとはいえない。ただし、恩給。年金などの給付の比重は、
前述の山村を別として補助型の方がより大きいから、近郊農村の反転は表示した以外の収入によるのだろう。
いずれにせよ、高齢者農家の所得構成は、おもに高齢者の就業によるより少額の農業所得が高齢者以外の就業に
よるより多額の兼業所得に大幅に補われており、その結果、経営耕地規模・地帯・高齢者の農業従事程度による所
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高齢者農家の所得構成(１
(千円）
出稼ぎ・被
贈扶助等の
収入
う ち う ち
－－－￣￣ ￣￣￣－ 送金恩給など$艫給 料俸 給その他
972.4 1.876.5 615.5 776.0 0.7 460.1 42.0 
782.6 1,062.9 497.3 760.3 400.9 60.3 
1.222.6 1.022.8 385.7 906.1 50.7 512.8 50.8 
1367.6 750.0 400.0 842.5 83.1 437.5 46.1 
1.209.4 1.186.4 418.0 930.7 ３４．１ 638.1 41.3 
612.6 1,218.1 491.4 844.3 16.6 429.7 55.9 
975.4 850.6 681.1 86.2 999.9 478.2 28.3 
536.6 268.2 312.5 1,605.7 715.8 25.3 
高齢者農家の所得構成(２
(％） 
艫;鑑
収入
う ち う 少つ
給 料俸 給その他
19.8 38.2 12.5 15.8 0.8 9.4 
8.6 
0.9 
13 16.8 22.8 10.7 16.3 
28.0 23.4 8.8 
9.0 
20.8 1.2 
1.9 
11.8 1.2 
1.0 30.8 16.9 9.9 19.0 
27.7 27.2 9.6 21.3 0.8 
0.4 
1４６ ０３
 
０
■
 
１
１
 14.1 28.1 9.9 11.3 19.5 
20.2 11.4 0.7 
0.7 
16.2 23.7 23.2 2.1 
8.1 18.5 1３．９ 6.9 ４１．５ 
得
開
差
は
比
較
的
小
さ
い
も
の
に
止
ま
っ
て
い
る
の
で
あ
る。さらに、とくに高齢
者
農
家
の
所
得
と
し
て
注
目
さ
れ
る
の
が
比
較
的
多
額
に
のぼる恩給・年金などの
給
付
で
あ
る
。
そ
れ
は
、
高
齢
者
の
過
去
の
就
業
な
ど
に
よ
る
、
い
わ
ば
貯
蓄
の
配
分
であるが、社会保険の種
類や受給条件の差異によ
っ
て
の
ち
の
総
括
で
多
少
立
ち入って承るように個別
に
は
か
な
り
大
幅
に
分
散
し
ている。もしこうした給
付
に
し
て
十
分
な
ら
ば
、
か
り
に
健
康
で
も
収
入
の
と
も
なう就業者から引退し、
235高齢者農家の経済分析
表２７地帯・農業従事類型別
Ｉ■Ｉ■｜■■■■■■■■ⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡⅡ１９４１■■Ｉ■■■■■■■■■■■■■ⅡⅡ■■曰ワーーーーｕＩＩＩＩＩＩＩｌＢ０■
事業以外艇外事業農家
総所得
農外所得農業所得所得種類 |収入
Eiiii三
に鱗
収 入
392.1 3.662.5 473.4 助従
補
専 4.911.9 近郊農村 515.1 2.612.6 1.293.6 4.666.5 
209.1 2.716.5 741.5 補助
専従
4.364.1 
平地農村 41.4 2.483.9 1,111.4 4.437.8 
2.813.8 340.5 ２９４７．５ 485.0 補助
専従
4.363.2 
農山村 2.322.1 133.2 2，３９０８ 11100.7 4.335.8 
2.507.1 445.2 2.689.0 522.4 村|：腱 4,211.3 山 804.8 681.6 1.387.2 879.0 31871.9 
表２８地帯・農業従事類型別
事業以外…|…Ｗ雪農家総所得所得種類 収 入
70.5 8.0 74`６ 補助
専従
9.6 100.0 
100.0 近郊農村 50.2 11.0 56.0 27.7 
60.3 ４．８ 
０．９ 
62.3 17.0 川加
一
Ⅸ
Ⅸ
０
０
雪
０
ｃ
５６．７ 56.0 25.0 
64.5 7.8 
3.1 
67.6 11.1 
53.6 55.1 25.4 
59.5 10-6 63.9 村|：殿 12.4 100.0 山 20.8 17.6 35.8 22.7 100.0 
他の社会的活動などに従
事するだろう。これに対
してここでの考察対象で
ある高齢者農家のぱあい
は、おそらくその大部分
の高齢者がそうした給付
が多かれ少なかれ不十分
であるがゆえに、すでに
みたような就業を余儀な
くされているのだろう。
そのなかでもより高額の
ぱあいは、高齢者の農業
従事程度などや高齢者以
外の兼業従事の状況など
にも、例えば割の悪い仕
事には就業しない、とい
う
よ
う
な
影
響
を
あ
た
え
て
いるに相違ない。とすれ
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ぱ、一人あたり農業労働時間がかなり長時間化していた中間層などで
は、社会保険の給付が不十分な高齢者が多数含まれているのだろう。
９
家
計
費
の
水
準
と
そ
の
構
成
さきの農家総所得から租税公課を差し引くと可処分所得がえられ
る。高齢者農家はその所得のもとでいかなる生計を営んでいるか。そ
れについて世帯員一人あたりの家計費の水準や消費性向などを経営耕
地規模別に示したのが表羽である。まず可処分所得そのものはさきの
腱家総所得の序列と同様である。そのもとで支出された家計費の水単
などはすぐのちに承るとして、そうした家計費が農業所得によってい
かに充足されているかを承ると、零細規模ではわずかに一○％台でし
かないのに対し二地以上屑では六○％以上にも達している。そのなか
で一・五’二地層が四○＄程度に止まっているのは耕地規模が大きい
割には多少低過ぎるが、それはすでに解明したように農業所得が過小
だからにほかならない。いずれにせよ、高齢者農業は家計上一段と脱艇
化が進んでいるが、世帯員一人あたりの家計費の平均水準は年間七○
万円を数え、都府県平均の九二％に達している。したがって農家総所
得や可処分所得などの差よりも小さくなっている。しかも経営耕地規
模別にゑて、○・五随未満層が最高をマークし、○・七’一随、了
表２９経営耕地規模別高齢者艇家の家計iHl水池・農業所得充足噸・消費性向
（千円，％）
壷ti1lli奎竺仲iiEii生ｌ鑿f麹'１１遡毯|型彗iLfLflllllljljllJJ;111 
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五
’
二
皿
が
そ
れ
に
つ
づ
く
、
と
い
う
よ
う
に
、
規
模
別
の
傾
向
は
認
め
ら
れ
な
い
。
む
し
ろ
平
準
化
の
傾
向
が
作
用
し
て
い
る
よ
う
に
さ
え
み
え
る
。
さ
ら
に
家
計
支
出
全
体
に
も
す
ぐ
あ
と
で
染
る
と
お
り
そ
う
し
た
傾
向
が
認
め
ら
れ
る
の
で
あり、そのように所得水準から家計支出の水準がかけ離れている、と
いうことは、消費・貯蓄性向を異にしていることを意味する。現に消
費性向は零細規模ほど高くなっており、逆に貯蓄性向はより低くなっ
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
家
計
消
費
は
平
準
化
し
て
い
る
反
面
で
、
貯
蓄
ま
で
考
慮
に
入
れ
る
と
家
計
そ
の
も
の
と
し
て
異
質
化
し
て
い
る
側
面
も
浮
び
上
っ
て
く
る
のである。
こ
う
し
た
視
点
か
ら
地
帯
・
鍵
業
従
事
類
型
別
に
家
計
上
の
特
徴
を
ゑ
て
お
く
と
、
そ
れ
は
表
帥
の
よ
う
に
な
る
。
Ⅲ
可
処
分
所
得
は
近
郊
農
村
の
補
助
型
を
股
高
と
し
て
す
べ
て
の
地
帯
で
専
従
型
よ
り
も
補
助
型
の
水
準
が
よ
り
高
く
な
っ
て
お
り
、
農
家
総
所
得
に
承
ら
れ
た
よ
う
な
序
列
の
逆
転
は
み
ら
れ
な
い
。
そ
れ
は
も
と
も
と
高
齢
者
農
家
で
は
租
税
公
課
の
負
担
が
よ
り
軽
い
の
が
、
と
く
に
補
助
型においてより軽減されているからだろう。②農業所得の家計充足率
は、農業所得の大小の序列にもとづいて近郊農村の専従型の四九％を
最
高
と
し
、
同
じ
く
近
郊
農
村
の
補
助
型
を
最
低
と
す
る
分
布
が
ふ
ら
れ
る
。
そ
の
な
か
で
補
助
型
は
い
ず
れ
も
一
○
％
台
で
し
か
な
く
、
そ
の
脱
農
状
況
が
よ
り
表30地帯・農業従事類型別高齢者農家の家計費水準・
農業所得充足率・消費性向（千円，％）
可処分所縛|総繍陛繍禽あ|消費性向家計費水準など
補助
専従
4,276.4 13.4 740.6 82.6 近郊農村 4,206.8 47.8 647.2 64.3 ‐
Ｉ
 
補助
専従
3.895.6 24.3 699.0 78.4 平地農村 3.783.1 40.0 692.4 73.4 
補助
専従
3.893.4 17.4 685.4 71.6 農山村 3.874.4 39.7 759.3 71.5 
補助
専従
3.783.1 15.0 734.9 91.9 村山 3,610.0 30.0 1.171.2 81.1 
238 
明確に示されている。③世帯員一人あたりの家計費は、もちろん近郊艇
村
の
補
助
型
で
相
当
高
く
な
っ
て
い
る
が
、
農
山
村
と
く
に
山
村
の
専
従
型
が
そ
れ
を
上
回
っ
て
い
る
。
と
い
う
の
は
、
表
８
で
ゑ
た
と
お
り
農
山
村
と
く
に
山
村
の
専
従
型
に
お
い
て
他
出
家
族
員
が
よ
り
多
く
、
そ
れ
だ
け
世
帯
員
が
少
数
に
な
っ
て
い
る
事
実
を
反
映
し
て
い
る
。
そ
の
た
め
に
近
郊
と
平
地
で
は
補
助
型
の
方
が
よ
り
高
いが、農山村では逆転している。四すべての地帯で補助型の方が所得の
割
に
家
計
消
費
が
拡
大
し
て
お
り
、
消
残
性
向
は
山
村
の
補
助
型
の
九
○
％
以
上
を
股
高
と
し
て
補
助
型
の
方
が
よ
り
高
く
な
っ
て
い
る
。
こ
の
よ
う
な
零
細
規
模
や
補
助
型
に
顕
著
な
貯
蓄
性
向
の
低
さ
は
、
と
く
に
高
齢
者
農
家
と
し
て
土
地
資
産
の
少
な
い
こ
と
と
あ
い
ま
っ
て
将
来
に
お
け
る
生
活
の
不
安
定
さ
を
暗
示
し
て
い
る
、
と
みなければならないだろう。
最
後
に
家
計
費
構
成
か
ら
消
費
生
活
の
特
質
を
み
て
お
こ
う
。
表
皿
は
経
営
耕
地
規模別に主要な家計費を示したが、まず都府県平均と比較して承ると、
世
帯
員
一
人
あ
た
り
の
家
計
費
よ
り
は
差
が
多
少
大
き
い
が
、
家
計
費
全
体
と
す
れ
ば
八
八
錫
に
止
ま
っ
て
い
る
。
と
く
に
一
五
歳
未
満
の
世
帯
員
が
よ
り
多
い
だ
け
に
飲
食
費
、
光
熱
・
水
道
饗
と
そ
の
他
の
教
育
・
文
化
費
な
ど
で
は
ほ
ぼ
九
○
％
以
上
に達している反面で、家財・家具費とくに被服費と臨時費ではかなりの
差が染られる。これらのうち、臨時費は病気や交際などにともなう臨時
表３１経営耕地規模別高齢者農家の家計費構成(１
(千円）
計|飲食費|被服費|繍禽|譲喪|鱸祷費|その他家計饗の種類 合
o5ba未満
0.5～０７ 
749.7 251.5 110.0 163.9 206.8 1.461.6 2.943.5 
2.734.6 730.2 215.3 100.8 124.4 96.0 1467.9 
189.3 101.7 175.6 226.3 1,514.1 2.959.1 0.7～1.0 752.1 
860.8 220.8 109.0 189.7 169.7 1664.3 3.214.3 1.0～1.5 
11808.2 903.2 218.4 110.7 199.5 68.1 3.308.1 1.5～2.0 
158.8 108.1 11986.1 3,585.1 975.9 239.1 117.1 2.0～ 
平均 159.7 〔87.7〕
182.2 
170.1 
〔63.1〕
269.5 
10556.1 
〔89.9〕
Ｌ731.9 
103.1 
〔93.2〕
110.6 
3,008.5 
〔88.1〕
3.413.3 
801.1 
〔96.7〕
828.1 
218.4 
〔75.1〕
291.0 都府県平均
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の
支
出
だ
ろ
う
が
、
こ
の
よ
う
な
幾
月
に
家
計
支
出
の
し
わ
よ
せ
が
あ
ら
わ
れ
て
い
るのだろう。経営耕地規模別の差異を明確にするために、表銘で構成比
を
承
る
と
、
飲
食
費
と
そ
の
他
の
教
育
・
文
化
費
な
どは経営耕地規模が大きく
な
る
ほ
ど
高
く
な
る
傾
向
が
あ
り
、
基
礎
的
な
支
出
が
拡
大
し
て
い
る
の
に
対
し
、
被
服
饗
は
逆
に
零
細
規
模
ほ
ど
高
く
な
っ
て
い
る
。
そ
の面では小規模ほど自由裁
量
の
き
く
支
出
が
拡
大
す
る
面
も
み
ら
れ
る
が
、
家
財
・
家
具
費
は
臨
時
費
ほ
ど
で
はないが、傾向が乱れており、小規模ほど自由な支出が拡大するとは一概
にいえない。したがって、大規模ほど貯蓄性向が高いため家計消費が切
り
詰
め
ら
れ
、
基
礎
的
な
支
出
が
拡
大
す
る
傾
向
は
認
め
ら
れ
る
が
、
そ
の
反
対
に
小
規模ほど貯蓄を犠牲にしている反面で部分的に自由な消費が拡大してい
る
面
も
あ
る
に
し
て
も
そ
れ
は
大
し
た
差
異
で
あ
る
と
は
い
い
が
た
い
の
で
あ
る
。
つ
づ
い
て
、
こ
う
し
た
家
計
費
構
成
に
つ
い
て
地
帯
・
農
業
従
事
類
型
別
に
ふ
る
と、表調、鍵のとおりである。それによると、飲食費は農山村を別とし
て専従型ほどより高率となっており、教育・文化費などのその他の比率
にも同様な傾向がみられる。逆に被服費と家財・家具費では、ここでも
農山村では逆転しているが、補助型ほど高率になっており、より自由な
支出の拡大がゑられる。臨時費は文字どおり一時的な支出の性格が強
く、山村の補助型とくに農山村の専従型で異常に高率となっており、前
表３２経営耕地規模別高齢者農家の家計費構成(2)
(％） 
家計費の
種類 飲食澱|被服費|蝋|譲窺|鱸時費計合 その他
ｑ５ｈａ未満
0.5～0.7 
100.0 25.5 ５
９
４
９
６
７
３
５
 
●
Ｇ
ｄ
０
●
●
●
●
 
８
７
６
６
６
６
７
８
 
７
７
４
４
３
３
４
２
 
□
●
●
●
●
●
●
●
 
３
３
３
３
３
３
３
３
 
６
５
９
９
０
４
３
３
 
●
ロ
日
■
●
■
●
●
５
４
５
５
６
４
５
５
 
０
５
６
３
１
０
７
９
 
●
●
●
●
●
ｑ
●
●
 
７
３
７
５
２
３
５
７
 
49.7 
100.0 26.7 ５３．７ 
0.7～1.0 100.0 25.4 ５１．３ 
1.0～1.5 100.0 26.8 51.7 
１．５～2.0 
2.0～ 
平均
都府県平均
100.0 27.3 54.7 
100.0 27.2 55.4 
100.0 26.6 51.7 
100.0 24.3 50.8 
前表と同じによる。
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表３３地帯・農業従事類型別高齢者腱家の家計費柵成(１
(千円）
臨時費｜その他賀
0. 
3＿ 
副
『
｜
、
⑪ 169011.887.9 附匪
司
一
】
開
室
80.411,465.8 ８」
ロ
》
四
一
３
日
202.811.536.0 ８
５
 
釦
朗
一
脈
妬
111.611,514.5 
鋼蹴【】Ｒ１ｕⅢ由。’】
箙
竃
８
」
０
333.511.531.6 
1.492.5 
前表と同じによる。
表３４地帯・農業従事類型別高齢者農家の家計費櫛成(2)
(％） “｜纈郭
旧
一
０
０
’
０
０
閏
C 
Ｃ 
詞
19 脚加
一
Ｍ
Ｍ
Ｆ
■
【
■
ロ
【
ｈ
－
』
Ｒ
【
】
【】
【
】
鍵山村|製 100.0 26.4 1０００ 25.6 
村|潔 100.0 30.6 日】山 100.0 33.7 
前表と同じによる。 述
の
と
お
り
し
ば
し
ば
農
山
村
で
両
型
が
逆
転
し
て
い
た
の
も
、
そ
の
た
め
な
の
で
あ
る
。
前
述
の
と
お
り
補
助
型
に
比
し
て
専
従
型
ほ
ど
貯
蓄
性
向
が
高
く
、
さ
き
の
大
規
模
類
型
と
同
様
に
家
計
消
践
の
基
礎
的
支
出
の
ウ
ェ
イ
ト
が
大
き
い
の
に
対
し
て
、
補
助
型
で
は
消
澱
性
向
が
よ
り
大
き
い
だ
け
に
被
服
費
や
家
財
・
家
具
費
な
ど
の
よ
り
自
由
な
消
聾
支
出
の
相対的拡大がふられ、
そ
れ
は
さ
き
の
小
規
模
類
型
よ
り
も
多
少
鮮
明
に
な
っている。それは質的
241高齢者農家の経済分析
にも家計消費水準の高さを示す、と染てよいが、補助型ではさきの小規模類型とともに貯蓄性向が低く、土地など
の固定資産もより少額でしかないこととあわせて高齢者としての将来の生活不安の根拠ともなりうるのである。
本稿はつぎのような二つの問題意識から高齢者が農業に従事している農家の経済分析を試みてみた。その一つ
は、現代の日本農業が背負っている生産構造の再編成にとって高齢者健家がいかに位置づけられるか。もう一つ
は、現代日本の急激な高齢化社会への移行にとって高齢者農家はいかなる意味を持つか。ただし本稿の考察はこう
した問題にかならずしも十分に答えられない面も残したが、そのような視角からそれなりの総括を試ゑておこう。
冒頭でも触れたような現代日本の農業生産構造を再編成する、という視角から駐て、高齢者農家がただちにその
中核農家となることはほとんど期待できないだろう。その意味で前掲『農業白書』の「漸次、後継者あるいは他
の専業的農家への経営の移襖や農業経営の縮小の方向へ向かうものとみられる」という認識は誤っていないだろ
う。そのぱあい、こうした認識も暗に前提しているように、現在の高齢者殿家につぎのような二つのタイプの可能
性が存在する一」とに注意すべきだろう。というのは、高齢者農家の世帯員構成から推察したように、実は現在の高
齢者農家は農家の世帯員の一定のライフサイクルにおける経過的な存在形態であって、やがて現在の高齢者がより
老齢化し、その主要な就業先となっていた自家農業への就業から引退して、より低齢の後継者が何割かの可能性で
農業経営を継承していくに違いないからである。そしてそのぱあい、すでに考察したとおりより大規模な農家は中
核農家に成長していく可能性を持つし、より小規模農家は中核腱家の周辺に地域別生産組織の一員として再編成さ
れていく可能性が強いからである。
二
総
括
242 
ある。 しかしながら、現状の高齢者農家では前述のとおり大規模農家とはいってもその数はきわめて少なかったし、さ
らに中核鍵家の後継者の確保から考えてもその数はきわめて限られているだろう。とくにすでに考察した一雨以上
層は、たまたま「農家経済調査」のサムプルの偏りから稲作に偏向した平地農村の農家が多かった。さらにそうし
た比較的大規模な農家でさえ兼業所得が総所得の五○％を超えるほど労働力の脱農化が進んでいるわけだから、
農産物構成・作付体系の変革とそのための後継者の養成・確保には大きな問題を残す、とみなければならない。た
またま調査時点が野菜や果実の減収や畜産物価格の低落という状況にあり、そのために農業生産性はやや停滞ぎゑ
だったが、一応を下回る中間層では、稲作以外への経営の多角化が試象られており、かえってこうした中間層から
将来の中核農家が成長していくかも知れない。
それに対し一地未満の零細農家の多くはれっきとした勤労者世帯であり、その反面、女子などの高齢者に依存し
ている農業経営はその規模が零細化しているだけでなく、きわめて労働集約化しており、土地生産性こそ大差ない
が、労働生産性は一時間あたり一一○○’一一一○○円に止まるほどの停滞を示している。こうした零細農家では高齢者
の農業従事者として、おそらく専従型でも補助型でもよりましな就業機会がえられないがゆえ、さらにまた前述の
ように恩給や年金などの社会的給付が不十分であるがゆえに自家農業に就業しているに過ぎない、まさしく過剰労
働力としての存在を示すに止まっているのである。逆にいえば、まず恒常的な兼業化とそれがなにがしかの社会扶
助などによって補われているために、中間層に比較して農業労働の負担が軽減され、耕地利用も低下しているので
とくに一地以下層や一部の補助型では貸付耕地率がすでに一○％内外にも達しているのは十分注目に値いするだ
ろう。こうした零細農家の土地生産性は比較的高く、一○アールあたり八万円内外に達しているが、経済的にはこ
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（７） 
の水準を上回る地代がえられるならば、現状以上に耕地の貸付が進むだろう。本稿ではこのような農地の貸借につ
いてはとくに考察できなかったが、前掲『白書』によると、水稲の支払い小作料はほぼ稲作規模一蛇程度の土地純
収益ｌさきの純生産額プーフス資本利子ｌに相当するようだから、借入需要がありその貸借関係が鑿されれば、
それだけでも農地の貸借はこれまで以上に進むだろう。ただし、高齢者農家が「専業的農家への経営の移譲や農業
経営の縮小の方向へ向かう」ためには、⑩前述のような中核農家の成長や農地以外の宅地などの土地需要の動向の
ほかに、これまでの考察からもあきらかなとおり、②自家農業以外のより高条件の高齢者などの就業機会の増大、
③高齢者に対する老齢年金・離農年金などの扶助給付の拡大、および四それらに関連した農地利用の流動化を進め
る「農用地利用増進法」などの農政をはじめ雇用・労働・厚生政策の構造などが要請されるだろう。
（７）そのぱあい、前掲、井上「高齢鍵業者世帯の増加と艇地移動の可能性」、『農業協同組合」八○年八月号などに示された
限
界
も
考
慮
に
入
れ
ね
ば
な
ら
ぬ
だ
ろ
う
。
またそれによる地域別生産組織化といっても、それに適さない農地なども多数存在するだろう。他方、高齢者に
対する生活扶助の拡大とはいってＪも、高齢者の社会的活動の場を奪うことは、冒頭でも触れておいたとおり人間と
しての高齢者の社会問題を解決する其の方法とはいえない。そこで、再編成・組織化に不適な農地などが、例えば
定年退職者などの年金生活者の、それこそ〃悠念自適〃の幾耕や牧畜などに利用される可能性も存在するのであ
る。現に零細農家や農山村の補助型などでは、恩給・年金などの扶助収入が農業所得を上回っており、近年急速に
増大しつつある年金などの給付が、前述のような農業の粗放化を可能にしてきている。また逆にみれば、零細で粗
放な経営とはいえ、何にがしかの農業所得が、一面では年金などの扶助負担を軽減し、また他面では『白書」が指
摘するとおり「老後の生きがい、健康の維持あるいは高齢者の就業機会の確保」と同時に資源と「農業生産の維持
244 
繊鱗;薑鰄;識t臺澤艤拠や恩愚息で：鯆確Ji純占蝿濡
麓鰭灘蔓衞簔繩欝懸捉ｖ鬚鳴
額三めい山叶年辮鋼繩Ｉ襄瞥騨三:繍竈；:琴懸鯉翻
し二三七村なえ鯛峪？２編￥暁蕊豈辮ji1驚鯆賎灘：罐ｉＲ鯲鵠鯛そ営いに止に受艇恩高ろや、円付歩馳鰯鰍辮電零苧｜iii后||蕊JimiilllIll
245高齢者農家の経済分析
ほぼ一○倍に及ぶだろうと推定されるから、恩給年金などの給付額は農家総所
得の一割ちかくに達する、と染てよい。
もちろんこれはすでに四○○戸を割ってきた全農家ペースの数字だから高齢
者農家だけのデータとは比較できないが、各恩給・年金の個別分散を染ておく
と、およそつぎのとおりである。まず一人平均二○万円ほどに止まる国民年金
はそれほど分散のしようしないが、平均六三万円に達する軍人恩給のぱあいは
段高二五六万円、最低二七万円、平均一二一万円の共済年金は所得控除前の数
字だが、最高一一一二二万円、最低一二万円の分散が糸られる。当然、こうした分
散に応じて高齢者などの就業形態も異なってくるだろう。
このような相関関係についてより立ち入って確かめるために一次の回帰式
を試算してみると、その結果は表鉛のようになる。まだ受給額が少数である
ため、その相関係数は低いが、ほぼつぎのような傾向を読承取ることができ
るだろう。すなわち、給付額が増加するにつれて、山土地生産性はそれほど
ではないが、労働生産性と固定資本生産性はかなり低下し、価値面で非効率
な農業生産を選択していることになるふ②そして作業委託も縮小させ、かわ
って貸付耕地をかなり増大させることになる、③こうした農業所得を多少減
少させると同時に兼業就業率も低下させることになる、後者はおそらく条件
の悪い兼業の縮小を意味するだろう、四それにもかかわらず世帯員一人あた
りの家計費は多少とも上昇させる効率を持つのである。．、
もともとこのような恩給・年金などの給付効果が発揮されるのは、すでに
表３６恩給・年金などの給付との相関関係
相関係数帰式次回変数被説 明
鍵諜：所得
賃付耕地率
作業委託面積率
10時間あたり純生産
10アールあたり純生産
固定資本千円あたり純生産
就業者兼業率
１人あたり家計費
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前掲資料による。
246 考察したような農業総所得としての標準化が、予想外に広汎にわたって高齢者農家にも展開しているからにほかな
らない。とはいえ、経営耕地規模別には世帯員一人あたりの家計消費水準ほど均衡化していないが、いずれの均衡
化にせよ、すでに立ち入って考察したとおり実質的には不均衡化を含む、いわば偽装匂錘としての標準化でしかな
い。さらに土地などの資産を考慮すれば、実質的な不均衡はより拡大するだろう。しかし、今後の農政をはじめ年
金などの生活保障・雇用政策などの公共政策や腱家自体の自律的行動は、こうした資産や主体的な意識状況まで含
めたある種の偽装均衡にその目標が置かれるべきだろう。また本稿は高齢者が農業従小している農家の経済分析
に止まったが、とくに農家に多い六五歳以上などの不就業の高齢者を扶養する農家についても、こうした視角から
の社会・経済分析が望まれるのである。
（９）この概念とそれにもとづく実証研究については、さしあたり拙著『就業榊造と磯村過剰人巳第五章を承よ・
